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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第105期 第106期 第107期 第108期 第109期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

(1）連結経営指標等   

売上高 （百万円） 69,898 61,642 64,440 78,268 88,656

経常利益 （百万円） 400 55 2,341 4,529 7,550

当期純利益又は当
期純損失（△） 

（百万円） △2,160 △768 1,168 3,634 4,154

純資産額 （百万円） 46,688 43,296 46,876 50,938 60,520

総資産額 （百万円） 82,164 76,325 82,137 91,777 108,728

１株当たり純資産
額 

（円） 831.65 790.37 856.21 926.21 1,105.54

１株当たり当期純
利益又は当期純損
失（△） 

（円） △38.02 △13.72 21.33 65.70 74.83

潜在株式調整後１
株当たり当期純利
益 

（円） － － － 65.64 74.83

自己資本比率 （％） 56.8 56.7 57.1 55.5 55.7

自己資本利益率 （％） △4.4 △1.7 2.6 7.4 7.5

株価収益率 （倍） － － 22.5 11.8 22.78

営業活動によるキ
ャッシュ・フロー 

（百万円） 1,785 2,069 2,893 3,393 6,411

投資活動によるキ
ャッシュ・フロー 

（百万円） △3,615 1,581 △1 △2,118 △3,109

財務活動によるキ
ャッシュ・フロー 

（百万円） △5,762 △2,023 △993 △279 △3,065

現金及び現金同等
物の期末残高 

（百万円） 11,728 13,520 15,407 16,637 16,942

従業員数 （名） 2,725 3,053 2,920 3,154 3,260



 （注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。 

    ２. 第108期の１株当たり配当額７円には、創立70周年記念配当２円を含んでいる。 

３．第105期・第106期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益、株価収益率及び配当性向は、１株当たり当期純損失が計上

されているため、記載をしていない。第107期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、希薄化効果を有している潜在

株式が存在しないため、記載をしていない。 

４．第106期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定に

当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用している。 

  

  

回次 第105期 第106期 第107期 第108期 第109期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

(2)提出会社の経営指標等   

売上高 （百万円） 33,063 28,088 27,456 32,054 36,663

経常利益又は経常
損失（△） 

（百万円） 79 △881 380 1,128 3,152

当期純利益又は当
期純損失（△） 

（百万円） △2,094 △1,079 281 635 2,164

資本金 （百万円） 5,752 5,752 5,752 5,752 5,752

発行済株式総数 （千株） 56,554 56,554 56,554 56,554 56,554

純資産額 （百万円） 39,971 36,754 39,395 40,356 47,038

総資産額 （百万円） 59,634 54,019 57,759 60,741 71,172

１株当たり純資産
額 

（円） 711.00 670.46 719.00 733.12 858.47

１株当たり配当額 
（うち１株当たり
中間配当額） 

（円） 
5.00 
（2.50）

5.00
（2.50）

5.00
（2.50）

7.00 
（3.50）

10.00
（  4.50）

１株当たり当期純
利益又は当期純損
失（△） 

（円） △36.77 △19.26 5.13 11.07 38.65

潜在株式調整後１
株当たり当期純利
益 

（円） － － － 11.06 38.65

自己資本比率 （％） 67.0 68.0 68.2 66.4 66.1

自己資本利益率 （％） △5.0 △2.8 0.7 1.6 5.0

株価収益率 （倍） － － 93.4 70.3 44.11

配当性向 （％） － － 97.4 63.2 25.9

従業員数 （名） 983 976 890 873 907



２【沿革】 

昭和９年10月 名古屋市に株式会社久保田製作所（資本金100万円）を設立 

昭和21年５月 名古屋市昭和区堀江町に名古屋工場を完成、操業開始 

昭和29年６月 名古屋証券取引所に株式上場 

昭和34年４月 豊川製作所に鋳機工場を完成、操業開始 

昭和35年２月 新東工業株式会社に商号変更 

昭和36年10月 大阪証券取引所に株式上場 

昭和37年９月 東京証券取引所に株式上場 

昭和38年４月 新東ダストコレクタ株式会社を設立（平成12年４月に吸収合併し、社内カンパニーを設置） 

昭和38年６月 米国ホイールアブレーター社との合弁会社新東ブレーター株式会社を設立（連結子会社） 

昭和40年３月 生産部門の豊川製作所への集約化完了 

昭和43年２月 台湾に合弁会社台湾新東機械股份有限公司を設立（連結子会社） 

昭和44年10月 新東研究所を開設 

昭和45年２月 豊川製作所一宮製缶工場を完成、操業開始 

昭和45年６月 韓国に合弁会社韓国新東工業株式会社を設立（持分法適用関連会社） 

昭和49年12月 ブラジルに合弁会社ホイールアブレーターシントードブラジル社（現社名；シントーブラジルプ

ロドゥトス社）設立（連結子会社） 

昭和50年12月 西独に合弁会社ワグナーシントーギーセライマシーネン社（現社名；ハインリッヒワグナーシン

トーマシーネンファブリック社）を設立（連結子会社） 

昭和51年８月 新東ブレーター株式会社が台湾に合弁会社台湾百利達股份有限公司を設立（連結子会社） 

昭和61年３月 新東ブレーター株式会社が韓国に合弁会社韓国ブレーター株式会社を設立（平成14年10月韓国新

東工業株式会社と合併） 

昭和61年５月 東京研究所を開設 

昭和62年５月 米国に合弁会社ロバーツシントー社を設立（連結子会社） 

昭和62年７月 決算期を４月30日から３月31日に変更 

昭和63年６月 新東ブレーター株式会社がタイ国に合弁会社サイアムブレーター社を設立（持分法適用関連会

社） 

平成２年５月 新城製作所を完成、操業開始 

平成３年３月 米国にシントーアメリカ社を設立（連結子会社）し、ウィクソム社（平成10年９月社名変更：Ｗ

ＰＩモールドテクノロジーズ社）を買収 

平成５年４月 新東ブレーター株式会社が中国に合弁会社青島百利達鋼丸有限公司を設立（連結子会社） 

平成８年５月 中国に合弁会社青島新東機械有限公司を設立（連結子会社） 

平成８年８月 中日本電子株式会社へ資本参加 

平成８年９月 タイ国に合弁会社タイ新東工業株式会社を設立（持分法適用非連結子会社） 

平成10年５月 米国シントーアメリカ社がフィニッシングアソシエイツ社を設立（連結子会社） 

平成10年８月 米国ロバーツシントー社がサンドモールドシステムズ社を買収（連結子会社） 

ドイツハインリッヒワーグナーシントーマシーネンファブリック社が、スイスのメカナ社へ資本

参加 

平成11年４月 新東ブイセラックス株式会社（連結子会社）が当社連結子会社の新東冷間鍛造株式会社を吸収合

併 

平成11年９月 米国シントーアメリカ社が同社子会社のＷＰＩモールドテクノロジーズ社を売却 

平成12年４月 連結子会社の新東ダストコレクタ株式会社及び中部新東工業株式会社を吸収合併 

平成13年４月 九華産業株式会社（連結子会社）が当社連結子会社の飛建産商株式会社及び中部シントー株式会

社と合併し、中部シントー株式会社に商号変更 

平成13年10月 新東ブレーター株式会社が当社連結子会社の中日本電子株式会社を吸収合併 

平成14年２月 藤和機工株式会社へ資本参加し、藤和電気株式会社に商号変更（連結子会社） 

平成14年３月 ドイツハインリッヒワグナーシントーマシーネンファブリック社が、同子会社のメカナ社を売却 

平成14年10月 韓国新東工業株式会社が韓国ブレーター株式会社を吸収合併 

平成15年３月 大阪証券取引所１部での株式上場廃止 

平成16年２月 インドに駐在員事務所を開設 



３【事業の内容】 

 当グループは当社と子会社40社、関連会社４社で構成され、鋳造・表面処理・環境関連・物流及びメカトロ関連の設備装置及

び部分品、並びに投射材・研磨材等の製造販売を主な内容として事業活動を展開している。 

 各事業における当社及び関係会社の位置付け等は次のとおりである。 

 なお、次の７区分は事業の種類別セグメント情報の区分と同一である。 

鋳造分野    ：鋳型造型装置、Ｖプロセス装置、鋳物砂処理装置、鋳造用ショットブラストマシン、鋳造分野部分品等を

製造販売している。 

当社が製造販売するほか、子会社である新東ブレーター（株）及び西部新東工業（株）へ製造委託してい

る。海外では、子会社であるロバーツシントー社及びハインリッヒワグナーシントーマシーネンファブ

リック社が製造販売を行っている。 

表面処理分野  ：ショットブラストマシン、エアーブラストマシン、プラスチックディフラッシャー、ピーニングショット

ブラストマシン、バレル研磨機、表面処理分野部分品等を製造販売している。 

当社のほか、子会社である新東ブレーター（株）が製造販売を行っている。海外では、子会社である台湾

新東機械股份有限公司、シントーブラジルプロドゥトス社、青島新東機械有限公司及び関連会社である韓

国新東工業（株）が製造販売を行っている。 

環境関連分野  ：集塵装置、粉粒体処理装置、脱臭装置、消音装置、廃水処理装置、排ガス処理装置、溶融・飛灰処理シス

テム、環境関連分野部分品等を製造販売している。 

当社のほか、子会社である新東ブレーター（株）が製造販売を行っている。海外では、子会社である台湾

新東機械股份有限公司、シントーブラジルプロドゥトス社及び関連会社である韓国新東工業（株）が製造

販売を行っている。 

物流分野    ：昇降装置、グラビティコンベア、搬送システム等を製造販売している。 

子会社である（株）メイキコウが製造販売を行っている。海外では子会社であるロバーツシントー社が製

造販売を行っている。 

メカトロ関連分野：液晶パネル製造装置、同自動ライン（供給・搬送装置含む）、ハンドリングロボット、サーボシリン

ダー、検査・計測装置、電子部品組立装置、コントローラー、メカトロ関連分野部分品等を製造販売して

いる。 

当社のほか、子会社である新東ブレーター（株）及び（株）メイキコウが製造販売を行っている。 

投射材・研磨材 ：投射材、研磨材、耐摩耗材等を製造販売している。 

当社が製造販売するほか、子会社である新東ブレーター（株）及び新東ブイセラックス（株）が、主とし

て表面処理分野の消耗材を製造販売している。海外では、子会社である青島百利達鋼丸有限公司、台湾百

利達股份有限公司、シントーブラジルプロドゥトス社及び関連会社である韓国新東工業（株）が主として

表面処理分野の消耗材の製造販売を行っている。 

その他     ：成形装置、型を製造販売し、ブラスト工事、設計等を請負っている。 

当社が成形装置、型の製造販売するほか、子会社である新東エンジニアリング（株）が機械設計等、新東

サーブラスト（株）がブラスト工事等、新東情報システム（株）が情報関連等、東寿興産（株）が福利厚

生等の事業を行っている。海外では、子会社であるシントーアメリカ社が米国子会社の管理・運営を行っ

ている。 

  

 この他、グループ製品の販売を子会社である西部新東工業（株）、東部シントー（株）、中部シントー（株）及び東伸産業

（株）が行っている。 

 また、子会社であるエムエステック（株）がグループ製品の据付、保守、点検を行っている。 

  



 事業系統図は、次のとおりである。 

 

 （注） ○は子会社、△は関連会社を示している。 

  

  



４【関係会社の状況】 

名称 住所 
資本金又は
出資金 
（百万円） 

主要な事業の内容
議決権の所
有割合 
（％） 

関係内容 

（連結子会社）   

新東ブレーター
（株）（注）２、５ 

名古屋市中村区 350 

鋳造、表面処理、
環境関連、メカト
ロ関連及び投射
材・研磨材 

100

・当社役員２名が役員を
兼務。 
・当社の主要部品を製造
している。 
・当社より土地、建物の
一部を賃借。 

（株）メイキコウ
（注）５ 

愛知県豊明市 200 
物流及びメカトロ
関連 

81.5

・当社がローラーコンベ
ア、その他の仕入れを
行っている。 
・当社が資金援助を行っ
ている。 

西部新東工業（株） 
福岡県鞍手郡鞍
手町 

50 
鋳造、表面処理、
環境関連及び投射
材・研磨材 

100
・当社製品のうち小型鋳
造プラントの製造委託
を行っている。 

エムエステック
（株）（注）２ 

愛知県豊川市 50 
鋳造、表面処理及
び環境関連 

100

・当社役員１名が役員を
兼務。 
・当社製品の一部の製造
委託及び保守、点検を
行っている。 
・当社より建物の一部を
賃借。 

新東エンジニアリン
グ（株） 

名古屋市中村区 30 
その他（機械設
計） 

100

・当社役員１名が役員を
兼務。 
・当社製品の設計委託及
び図面複写を行ってい
る。 
・当社より建物の一部を
賃借。 

新東サーブラスト
（株） 

愛知県豊川市 70 
その他（ブラスト
工事） 

100
・当社より建物の一部を
賃借。 

新東ブイセラックス
（株） 

愛知県豊川市 90 
投射材・研磨材、
その他（セラミッ
クス部品） 

100

・当社が主要部品の仕入
を行っている。 
・当社より土地、建物の
一部を賃借。 

東寿興産（株） 愛知県豊川市 90 
その他（福利厚生
等） 

100
（22.2）

・当社より土地、建物の
一部を賃借。 

東部シントー（株） 
埼玉県ふじみ野
市 

40 
鋳造、表面処理、
環境関連、物流及
び投射材・研磨材 

100
（10.2）

・当社役員１名が役員を
兼務。 
・当社製品の販売委託及
び保守、点検、据付工
事を行っている。 

中部シントー（株） 名古屋市昭和区 57 
鋳造、表面処理、
環境関連、物流及
び投射材・研磨材 

100

・当社役員１名が役員を
兼務。 
・当社製品の一部の製造
委託及び販売委託を行
っている。 
・当社より建物の一部を
賃借。 

東伸産業（株） 兵庫県加古川市 30 
鋳造、表面処理、
環境関連、物流及
び投射材・研磨材 

100
（100） 

・当社製品の一部の製造
委託及び販売委託を行
っている。 

新東情報システム
（株） 

名古屋市昭和区 80 
その他（情報関
連） 

100
（100） 

・当社役員１名が役員を
兼務。 
・当社が情報関連業務を
委託している。 
・当社より建物の一部を
賃借。 



 （注）１．主要な事業の内容欄は事業の種類別セグメントの名称を記載している。 

２．特定子会社に該当する。 

３．有価証券届出書または有価証券報告書を提出している会社はない。 

４．議決権の所有割合の（ ）は間接所有割合で内数である。 

５．新東ブレーター（株）、（株）メイキコウについては売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占

める割合が10％を超えている。 

主要な損益情報等 

  
  

名称 住所 
資本金又は
出資金 
（百万円） 

主要な事業の内容
議決権の所
有割合 
（％） 

関係内容 

（連結子会社）   

ハインリッヒワグナ
ーシントーマシーネ
ンファブリック社 

ドイツ連邦共和
国ウエストファ
ーレン州バード
ラースフェ市 

百万ユーロ 
2 

鋳造 100

・当社役員１名が役員を
兼務。 
・当社が主要製品の技術
援助を行っている。 
・当社が銀行からの借入
金等に対して保証を行
っている。 

シントーアメリカ社 
アメリカ合衆国
ミシガン州ラン
シング市 

千米ドル 
60 

その他（米国子会
社の管理・運営） 

100

・当社役員２名が役員を
兼務。 
・当社が銀行からの借入
金に対して保証を行っ
ている。 

ロバーツシントー社 
アメリカ合衆国
ミシガン州ラン
シング市 

千米ドル 
2,000 

鋳造及び物流
100

 （100） 

・当社役員２名が役員を
兼務。 
・当社が主要製品の技術
援助を行っている。 

青島百利達鋼丸有限
公司 

中華人民共和国
山東省青島市 

百万元 
14 

投射材・研磨材
95.0

 （95.0） 
－ 

青島新東機械有限公
司（注）２ 

中華人民共和国
山東省青島市 

百万元 
83 

鋳造、表面処理及
び環境関連 

95.0

・当社役員１名が役員を
兼務。 
・当社が主要製品の技術
援助を行っている。 
・当社が銀行からの借入
金に対して保証を行っ
ている。 

台湾百利達股份有限
公司（注）２ 

台湾 桃園県
百万ニュー
台湾ドル 

160 
投射材・研磨材

55.9
 （55.9） 

    － 

その他16社 － － － － － 

（持分法適用関連会
社） 

  

韓国新東工業（株） 
大韓民国京畿道
安山市 

百万ウォン 
3,800 

鋳造、表面処理、
環境関連及び投射
材・研磨材 

50.0
 （23.7） 

・当社役員１名が役員を
兼務。 
・当社が主要製品の技術
援助を行っている。 
・当社が銀行からの借入
金に対して保証を行っ
ている。 

その他２社 － － － － － 

  
売上高
（百万円） 

経常利益
（百万円） 

当期純利益
（百万円） 

純資産額
（百万円） 

総資産額 
（百万円） 

新東ブレーター（株） 21,737 2,271 1,244 15,296 22,575

（株）メイキコウ 10,371 1,121 919 2,907 8,000



５【従業員の状況】 

(1)連結会社における状況 

 （注）従業員数は、就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含

む。）である。 

  

(2)提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）である。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。 

  

(3)労働組合の状況 

 当社の労働組合は、日本労働組合総連合会のＪＡＭに加盟し、平成18年３月31日現在の組合員数は532名である。 

 また、連結子会社のうち新東ブレーター（株）大崎製造所、（株）メイキコウは労働組合を結成しているが、上部団体には

加盟しておらず、平成18年３月31日現在の組合員数はそれぞれ144名、182名である。 

 なお、当社及び各連結子会社ともに労使間に特記すべき事項はない。 

  

  

  平成18年3月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

鋳造分野   1,178 

表面処理分野   877 

環境関連分野   284 

物流分野   211 

メカトロ関連分野   236 

投射材・研磨材   261 

その他   194 

全社（共通）   19 

合計   3,260 

    平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

907 39.1 16.7 6,279 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当連結会計年度のわが国経済は、堅調な企業業績に伴う民間設備投資の増加や雇用情勢の改善による個人消費の回復などで、

景気は踊り場を脱し、緩やかながら拡大傾向で推移した。 

 また、海外については、米国経済が引続き成長を維持し、アジアでは、中国経済が高成長で推移するなど、総じて着実な回復

傾向が持続した。 

 当社グループの需要先業界である素材・素形材産業においては、国内では、自動車、鉄鋼などを中心に幅広い分野において、

更新需要による設備投資が好調に推移し、海外については、需要が旺盛な中国、台湾、韓国などのアジア市場に加えて、ロシ

ア、ブラジルなどのＢＲＩＣｓ市場で新規需要が伸長するなど底堅い需要に支えられた。 

 このような状況のもと、国内外のグループ全社を挙げてお客様の視点に立った営業に徹し、受注・売上の拡大に努めて、当連

結会計年度の売上高は、８８，６５６百万円と、前連結会計年度に比べ１０，３８８百万円（前連結会計年度比１３．３％）増

加した。 

 収益面については、増収効果に加え受注収益率の改善により、営業利益は、６，９７４百万円を計上し、前連結会計年度に比

べ２，７８９百万円（前連結会計年度比６６．７％）増加した。 

 経常利益は、受取配当金等の営業外収益の計上により７，５５０百万円となり、前連結会計年度に比べ３，０２０百万円（前

連結会計年度比６６．７％）増加した。 

 当期純利益は、投資有価証券売却益などの特別利益を計上したが、製品補償費、環境安全対策引当金の繰入などの特別損失の

発生及び法人税等により、４，１５４百万円の計上となり、前連結会計年度に比べ５１９百万円（前連結会計年度比１４．

３％）増加した。 

 当社グループの連結業績は、売上高は３期連続の増収で過去最高、営業利益、経常利益及び当期純利益についても３期連続の

増益を達成した。 

  

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりである。 

[鋳造分野] 

 国内では、更新需要による自動車部品向けへの静圧造型機が伸長するとともに新規需要の建機、工作機械部品向けへの自硬

性鋳造設備が伸長した。海外においては、韓国での自動車部品向けアルミ鋳造設備並びに中国、ブラジル及び欧州における鋳

造装置の売上が堅調に推移して、当分野としての売上高は、２７，５２５百万円（前連結会計年度比１２．５％増）、営業利

益は、受注収益率の改善及び設備稼働率の上昇に伴うメンテナンス部品の拡販が寄与したことにより、１，８２１百万円（前

連結会計年度比１６９．２％増）を計上した。 

[表面処理分野] 

 鉄鋼、造船をはじめ一般機械業界向け全般に更新需要を中心に高機能なショットブラストマシンが好調を維持した。とりわ

け自動車業界の積極的な設備投資に牽引されたトランスミッション、足回り部品などの自動車部品を軽量化、強靭化するピー

ニングショットブラストマシン及びベアリング、電子機器部品向けへのエアーブラストマシンの売上が底堅く推移して、当分

野全体の売上高は、１７，０３７百万円（前連結会計年度比７．１％増）、営業利益は、増収効果に加え原価低減活動が奏功

し、２，１２３百万円（前連結会計年度比１７．３％増）を計上した。 

[環境関連分野] 

    粉粒体処理装置は低調に推移したが、アルミ合金向け大型集塵装置及び工作機械向け小型汎用集塵装置がともに伸びるとと

もに、ＶＯＣガス浄化装置が売上に貢献して、当分野の売上高は、９，６１０百万円（前連結会計年度比８．１％増）、営業

利益は、小型汎用集塵装置の販売増及びメンテナンス・消耗部品の伸長が利益率を押し上げたことにより、１，１４１百万円

（前連結会計年度比５１９．０％増）を計上した。 

[物流分野] 

    搬送システムが国内、北米ともに低迷したが、国内での自動車部品関連向けへのシザーリフト及びコンベアーが堅調に推移

し、当分野の売上高は、６，９７３百万円（前連結会計年度比１４．６％増）を計上したものの、営業利益は、国内外での厳

しい価格競争が影響して４８百万円（前連結会計年度比５３．０％減）となった。 



[メカトロ関連分野] 

液晶パネル製造装置向けのハンドリングロボットが、中国向けを除き需要一巡感から伸び悩んだが、ハイブリッドエンジ

ン、ディーゼルエンジン用途への検査・計測装置及び産業機械の駆動部向けサーボシリンダの売上が伸長し、当分野の売上高

は、７，１３１百万円（前連結会計年度比５．０％増）を計上した。営業利益は、受注収益率の改善、原価低減活動の徹底に

より９０６百万円（前連結会計年度比９１．１％増）を計上した。 

[投射材・研磨材] 

自動車、造船、鉄鋼関連等の需要先業界において、設備の高稼働率が継続して、投射材及び研磨材がともに伸長したことに

より、当分野の売上高は、１６，９１６百万円(前連結会計年度比２３．５％増)を計上した。 

営業利益は、増収効果に加え上昇した原材料(スクラップ)価格の売価への転嫁が進んだことにより、１，５８１百万円（前連

結会計年度比２４．６％増）を計上した。 

[その他]  

 公共投資の減少の影響により、リフォーム工事は低調であったが、自動車内装部品向け真空成形機及び自動車ドア内張り用

の組立装置の売上が伸長し、全体の売上高は、５，６２０百万円（前連結会計年度比２４．９％増）を計上した。営業利益

は、増収効果があったものの、新規投資した大型セラミックス部品の製造設備の償却負担を吸収できず、４３百万円（前連結

会計年度比７２．５％減）の計上となった。 

  

所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりである。 

[日本] 

 自動車関連、鉄鋼関連業界などを中心に幅広い分野において更新需要による設備投資が好調に推移し、また需要が旺盛な中

国、台湾、韓国を中心にアジアへの輸出が増加したこと等により順調な回復基調で推移した。売上高は、７１，７８９百万円

(前連結会計年度比１１．５％増)、営業利益は７，２６１百万円(前連結会計年度比６０．４％増)を計上した。 

[北アメリカ] 

 主要取引先の北米自動車関連の業績落込みが著しく、低調な受注環境で推移した。売上高は３，９８３百万円(前連結会計年

度比３．１％減)、営業損失２１百万円(前連結会計年度は営業損失１９６百万円)となった。 

[ヨーロッパ] 

 欧州経済が堅調に景気回復の動きを見せたこと、ロシアの旺盛な需要等により、売上高は６，９０３百万円(前連結会計年度

比２２．３％増)となったものの、営業利益は厳しい価格競争が影響して９０百万円(前連結会計年度比１３．０％減)となっ

た。 

[アジア] 

 旺盛な需要が続く中国経済に支えられ堅調に推移し、売上高は４，３５６百万円(前連結会計年度比３４．４％増)、営業利

益は３１４百万円(前連結会計年度比５３．３％増)を計上した。 

[南アメリカ] 

 ブラジルの好調な需要に支えられ堅調に推移し、売上高は３，０３１百万円(前連結会計年度比４４．６％増)を計上したも

のの、販売価格の低下等による収益率の悪化の影響を受け、営業利益は１８５百万円(２２．０％減)を計上した。 

 (2)キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、売上債権の増加による収入の減少３，２４４百万

円、有形固定資産の取得による支出２，３１１百万円及び投資有価証券の取得による支出３，２８０百万円等があったもの

の、税金等調整前当期純利益を６，７１５百万円計上したこと及び投資有価証券の売却等による収入２，３７３百万円等によ

り、前連結会計年度に比べ３０５百万円増加(前連結会計年度比１．８％増)し、当連結会計年度末には１６，９４２百万円と

なった。 

[営業活動によるキャッシュ・フロー] 

 当連結会計年度において営業活動による資金は、６，４１１百万円の増加(前連結会計年度は３，３９３百万円の増加)と

なった。これは、主に売上債権の増加３，２４４百万円による収入の減少があったものの、税金等調整前当期純利益６，７１

５百万円の計上、仕入債務の増加による支出の減少２，３４６百万円によって資金が増加したこと等によるものである。 

[投資活動によるキャッシュ・フロー] 

 当連結会計年度において投資活動による資金は、３，１０９百万円の減少(前連結会計年度は２，１１８百万円の減少)と

なった。これは、主に投資有価証券の売却等による収入２，３７３百万円があったものの、投資有価証券の取得による支出

３，２８０百万円、有形固定資産の取得による支出２，３１１百万円によって資金が減少したこと等によるものである。 

[財務活動によるキャッシュ・フロー] 

 当連結会計年度において財務活動による資金は、３，０６５百万円の減少(前連結会計年度は２７９百万円の減少)となっ

た。これは、主に社債の償還による支出２，０００百万円、配当金の支払による支出４３８百万円があったこと等によるもの

である。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 （注）１．金額は、販売価格によっている。 

２．上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値である。 

３．上記の金額には、消費税等は含めていない。 

  

(2）受注状況 

 当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 （注）１．上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値である。 

２．上記の金額には、消費税等は含めていない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高（百万円） 前年同期比（％） 

鋳造分野 26,898 105.3 

表面処理分野 17,444 112.5 

環境関連分野 9,153 103.5 

物流分野 6,943 109.8 

メカトロ関連分野 7,104 103.4 

投射材・研磨材 16,932 128.4 

その他 4,551 144.0 

合計 89,028 112.1 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％）

鋳造分野 29,221 114.0 14,075 113.7 

表面処理分野 17,407 106.2 3,898 117.2 

環境関連分野 9,181 101.2 2,367 112.8 

物流分野 7,877 115.6 2,613 153.6 

メカトロ関連分野 6,073 84.8 2,282 68.3 

投射材・研磨材 16,902 123.6 38 73.1 

その他 4,028 116.7 1,063 75.9 

合計 90,691 110.3 26,340 108.4 



(3）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 （注）１．上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値である。 

２．上記の金額には、消費税等は含めていない。 

  

３【対処すべき課題】 

 今後の経済見通しについては、円高基調の為替動向、原油価格の一段の高騰などの不安定要因があるものの、内需を中心とし

た設備投資の拡大や個人消費の波及効果などで景気の回復傾向が継続するものと思われる。 

 当社グループを取り巻く事業環境については、国内の需要先業界では、自動車関連を中心に引続き堅調な設備投資が持続する

ものと予想され、また、好調なアジア市場や底打ちした欧州市場においては、新規の設備投資を中心に底堅い需要が見込まれ

る。 

 このような情勢の下、新たに策定した２００８年度を最終年度とする中期経営計画「Ｓｐｉｒｉｔ」を着実に実践して、既存

事業の強化と新規事業の創出に果敢に挑戦する。今後の成長が期待されるＢＲＩＣｓを中心とするグローバル市場に対しては、

グループの総合力を結集してスピード感をもって市場開拓を実行し、優位性のある戦略商品の拡販とアフターマーケットへの深

耕に注力する。併せて、成長をけん引する開発商品を拡大させるとともに、海外拠点の能力アップを図り、グローバル調達の推

進、戦略的な外注政策などで徹底した原価改善と生産の負荷調整を推し進め、４期連続の増収、増益を達成すべく努力邁進す

る。 

  

４【事業等のリスク】 

 当社グループの経営成績及び財務状況等に影響を及ぼす可能性があるリスクには以下のようなものがある。なお、以下の文中

においては将来に関する事項が含まれるが、有価証券報告書提出日(平成18年６月28日)現在において当社グループが判断したも

のである。 

①自動車関連業界の業況の影響 

 当社グループの主力顧客は自動車関連業界が多く、その業界の業況低迷、設備投資の抑制等が生じた場合には、当関連業界か

らの受注減及び受注収益低下が避けられず、経営成績に大きな影響を与える可能性がある。 

②デジタル家電業界の業況の影響 

 当社グループのメカトロ関連分野の主力顧客は、デジタル家電業界の影響が大きく、その業界の業況が在庫調整や設備投資の

抑制などで低迷した場合には、当関連業界からのハンドリングロボット、大型セラミックス部品等の受注減及び受注収益低下が

避けられず、当関連分野に大きな影響を与える可能性がある。 

③原材料等調達価格の影響 

当社グループ製品に使用する鋼材、スクラップ等の原材料などが、国際的な需要の逼迫により、急激な価格高騰があった場合

には、調達コストが上昇し、経営成績に大きな影響を与える可能性がある。 

④製品の欠陥に伴う賠償 

 当社グループ製品の製造販売には、顧客の要望に応えるよう品質、機能、安全性、納期等には、万全を期しているが、製造・

販売した製品の欠陥により性能が不充分であったり、製品の安全上の問題で設備事故や労災事故を発生させ、また納期遅延等に

より、顧客や第三者に損害を与えたことによる損害賠償請求を受ける可能性がある。特に海外において係る訴訟が発生し、相当

の賠償・和解費用等を負担せざるを得ない場合には、経営成績及び財政状態に大きな影響を与える可能性がある。 

⑤海外活動での潜在リスク 

 当社グループは、北米、南米、中国、アジア地域、欧州等で事業展開しており、海外活動が活発で当連結会計年度の海外売上

高比率が３２．５％である。そのため係る地域で突発的なテロ、紛争などによる社会的混乱の発生、設備投資動向の急激な変

事業の種類別セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同期比（％） 

鋳造分野 27,525 112.5 

表面処理分野 16,835 110.3 

環境関連分野 8,912 100.2 

物流分野 6,965 114.5 

メカトロ関連分野 7,131 105.0 

投射材・研磨材 16,916 123.5 

その他 4,369 142.1 

合計 88,656 113.3 



動、為替の著しい変動、法令、規制等の予期しない変更などに起因して事業活動に弊害が生じた場合には、業績及び財政状態に

大きな影響を与える可能性がある。 

⑥有価証券及び投資有価証券等の保有に対するリスク 

当社グループが保有する有価証券及び投資有価証券は、当期末の総資産に占める割合が３１．１％（３３，７７５百万円）で

あり、株式市況の下落、発行会社の業績悪化等によって投資価値が大きく下落した場合には、経営成績及び財政状態に大きな影

響を与える可能性がある。 

⑦自然災害発生リスク 

 当社グループの主力製造拠点が集中する愛知県は、大規模な地震の発生が懸念されており、発生した場合には生産能力が著し

く低下する被害を受ける可能性がある。また、台風、豪雨、その他の自然災害によって、当社グループの生産能力に悪影響を及

ぼす可能性がある。 

  
  



５【経営上の重要な契約等】 

(1）技術援助契約（技術等の導入） 

  

(2）技術援助契約（技術等の供与） 

契約会社名 相手会社名 国名 契約品目 契約の内容 契約期間 

新東工業株
式会社 

  

ヒサルフゲボイ
デディーンスト
ライストラング
社 

  

ドイツ 

  

塵煙制御フード 
作業環境改善用吸
引装置 

(1）独占的製造販売権の許諾
  

自 平成８年12月25日 
至 平成18年12月24日 
その後１年毎の自動延長

(2）技術情報の提供

(3）技術者の相互派遣の許諾

  

ケミッシュテル
ミッシェプロツ
ェステクニーク
社 

  

オース
トリア 

  

酸化装置 
吸着装置 
窒素化合物除去装
置 
熱交換装置 
ＣＴＰ触媒 

(1）独占的製造販売権の許諾

  

自 平成10年３月４日 
至 平成20年３月３日 

(2）技術情報の提供

(3）技術者の相互派遣の許諾

契約会社名 相手会社名 国名 契約品目 契約の内容 契約期間 

新東工業株
式会社 

韓国新東工業
株式会社 

韓国 

造型機 
砂処理機 
表面処理機 
集塵装置 
空気輸送装置 

(1）技術秘訣にもとづく独占
的製造販売権の供与 

自 平成16年９月１日
至 平成21年８月31日 

(2）商標使用権の供与

(3）技術資料及び技術役務の
提供 

新東ブレー
ター株式会
社 

韓国新東工業
株式会社 

韓国 
スチールショット
スチールグリット 

(1）韓国における独占的製造
販売権及びその他の国への
非独占的販売権の供与 

自 平成15年１月１日
至 平成19年12月31日 (2)商標使用権の供与

(3)技術及び販売資料の提供

(4)技術者の相互派遣の許諾

サイアムブレ
ーター社 

タイ 
スチールショット
スチールグリット 
亜鉛ショット 

(1）タイにおける独占的製造
販売権及びその他の国への
非独占的販売権の供与 

自 平成12年１月１日
至 平成21年12月31日 
但し亜鉛ショットは以
下のとおりである。 
自 平成15年11月10日 
至 平成25年11月９日 

(2)商標使用権の供与

(3)技術及び販売資料の提供

(4）技術者の相互派遣の許諾



６【研究開発活動】 

 当社グループ(当社及び連結子会社)は、「素材に形をいのちを」を企業理念に金属、セラミックス、樹脂等の素形材関連設備

及び投射材、研磨材を主体とするメーカーとして、これら素材の成形を基本としたコア技術とその周辺技術、関連技術に関する

研究開発を各社開発部門において実施している。 

 特にプロセス技術、環境技術、情報技術をキーワードとして、省エネルギー、トータルコストの低減、循環型社会の実現に向

け、市場ニーズに応えるべくグループトータルでの研究開発を推進している。 

 研究開発関係等に要した費用の総額は１，３６０百万円であり、事業の種類別セグメントの主な研究開発活動の状況及び研究

開発費を示すと、次のとおりである。 

 なお、研究開発活動の記載金額には、消費税等は含めていない。 

  

(1）鋳造分野 

 主に、当社が中心となって当分野の研究開発活動を行っている。 

 生型造型関係では、鋳造品の精度向上、省エネルギー、作業改善、トータルコスト低減を図った新開発抜枠造型機ＦＣＭＸ

シリーズを開発し、その拡販を推進している。 

中子造型関係では、環境にやさしい、高崩壊性の新中子造型プロセスＬＩＴＥ ＣＯＲＥのフィールドテストを通しての検証

を実施している。 

 アルミ鋳造関係では、ＡＴＣ（自動ツール交換装置）を備えたアルミ仕上げ装置を開発し、多数販売してきたが、より安価

なバリ取り専用機の需要に応え、開発したアルミ仕上げ装置の更なるコスト改善を実施した。 

また、鋳物のトータルコストダウン・品質向上の視点から遷移制御セミソリッド鋳造法を用いた新プロセス及び砂型を応用

した革新的プロセスやアルミ関連新技術への取り組みを継続している。 

 当事業に係る研究開発活動は、３１７百万円である。 

(2）表面処理分野 

 主に、当社及び子会社の新東ブレーター㈱が中心となって当分野の研究開発活動を行っている。 

 自動車用部品等耐久性を向上させるショットピーニング技術に関して、鉄鋼材料のみならずアルミ等他材料への適用や接合

部への処理効果について、その特性把握や実用化に向けた検証実験を進めた。その他、環境改善、コンパクト化、トータル処

理コストの低減を目指した要素技術の開発を進めている。 

バレル研磨装置関連では、従来の主力機である流動バレル研磨装置において、マスの流動機構の見直しにより、従来機と比

較し１．５倍の研磨能力を持つ新しい流動バレル研磨装置を開発、商品化の準備を進め、「パワーロールフロー」の商品名で

市場投入した。同時にこの装置で使用する専用の研磨材も開発した。  

その他、液晶導光板、バイオチップ、燃料電池、太陽電池などの部材の新しい微細加工プロセスを開発し、受託加工事業と

して、また装置、システム販売として市場投入した。現在、車載向けセンサー需要の拡大に支えられ、高機能化及びコストダ

ウンを狙った新しい微細加工装置及び要素開発に取り組んでいる。また、ブラスト装置における投射材、噴射材の流量が、イ

ンプロセスで計測できる流量センサを開発し、実用化に向けてフィールド試験に入っている。 

包括的な研究連携体制のもとにスタートした豊橋技術科学大学との共同研究は、コア技術である噴射技術をキーテクノロ

ジーとし、その精密化、高機能化をテーマとしている。微細加工分野での機能向上、投射材の製造方法の面で実用化への指針

が得られつつある。 

 当事業に係る研究開発活動は、２８４百万円である。 

(3）環境関連分野 

 主に、当社及び子会社の新東ブレーター㈱が中心となって当分野の研究開発活動を行っている。 

 環境浄化技術の高度化を視点に「フィルター性能の高度化」と「ＶＯＣ・臭気などのガス浄化技術」を主軸とした基礎研究

及び商品開発を進めている。 

小型汎用集塵機関連においては、省エネ・低騒音型として従来機ＦＸⅢのモデルチェンジ機ＦＸＮを２月に市場投入した。

また、同様の開発コンセプトに基いてヒューム用に特化したＰＸⅢのモデルチェンジを開発推進中である。その他、上期に市

場投入したレーザーマーカー用脱臭機能付き集塵機ＰＸＡの販路拡大を目的としたオプション商品を１１０期に市場投入すべ

く開発を進めている。 

揮発性有機化合物(ＶＯＣ)浄化装置については、上期に市場投入したコンパクト型機の高性能化と高機能化に着手した。 

 当事業に係る研究開発活動は、２３８百万円である。 

  



(4）物流分野 

 主に、子会社の㈱メイキコウが中心となって当分野の研究開発活動を行っている。 

 リフト関連では、主に低騒音、クリーン、自然降下ゼロなどの特徴を持つ電動リフトの研究開発に取り組んだ。具体的に

は、電動リフトロングテーブルのシリーズ化、幅広リフト、電動リフト安全装置及び油圧リフトの安全性確立等の開発に取り

組んだ。 

 コンベア関連では、ライブローラコンベアの改良並びにコストダウンに取り組んだ。 

 当事業に係る研究開発活動は、６７百万円である。 

(5）メカトロ関連分野 

 主に、当社及び子会社の㈱メイキコウ並びに新東ブレーター㈱が中心となって当分野の研究開発活動を行っている。 

 基板関連では、大型液晶基盤のカセット収納・取出し用クリーンロボットに関し「振動を発生させない」制振動作制御用コ

ントローラを開発した。 

精密ホットプレス装置の関連では、ナノインプリント技術の研究試作用装置を開発して精密均一加圧の要素技術を高めると

ともに、燃料電池における貼り合わせ前後工程の自動化開発に取り組んだ。 

 クリーンシステム関連では、デジタル家電向けＬＣＤ大型パネル用ロボット等の開発に取り組んだ。具体的には、ＬＣＤ大

型パネル６５インチ用ロボット、水平多関節補間ロボット、非接触駆動搬送コンベア、ＬＣＤライン基本ソフト標準化などの

開発に取り組んだ。 

 当事業に係る研究開発活動は、１１４百万円である。 

(6)投射材・研磨材 

 主に、子会社の新東ブレーター㈱及び新東ブイセラックス㈱が中心となって当分野の研究開発活動を行っている。 

 投射材関連として、ピーニング用途の拡大に伴い、微粒子ショットを使ったアプリケーションが増えつつあり、このニーズ

に対応した投射材の開発に取り組んでいる。 

研磨材関連として、従来の熱硬化性樹脂に替え、リサイクル可能な熱可塑性樹脂メディアを開発し、それを用いて新規の自

動車部品研磨プロセスを構築した。その他、ダイカスト部品のバリ取り用に従来の亜鉛系の投射材よりも高硬度で研掃効果の

高い新しい亜鉛系の投射材を開発した。 

 ロングライフ鋳物部品関連において、環境に優しく高精度な鋳物ができるロストフォームを導入し、鋳物製品の品質改善と

高機能化に取り組んでいる。 

 当事業に係る研究開発活動は、１３５百万円である。 

(7）その他 

 主に、当社及び子会社の新東ブイセラックス㈱並びに新東サーブラスト㈱が中心となって当分野の研究開発活動を行ってい

る。 

 成形機関連では、自動車内装品のドアトリム組立ラインの低騒音タイプを完成させ、商品化した。 

型関連においては、高強度、高精度化の通気性真空型の開発に引き続き、同時トリム、アンダーカットの開発を進めてい

る。 

セラミックス部品関連においては、新規顧客への展開を図るためタフセラ法を切削工具等へ適用を拡大し、寿命の向上の評

価、検証を行った。その他、遠心焼結プロセスによる熱電モジュールの開発に関しては、産業技術総合研究所と熱電材料の共

同研究を行った。 

光触媒関連として、光触媒を抄き込んだ和紙を開発し、新しい用途への展開を進めている。 

 サーブラスト工法については、石油タンクやガスホルダー研掃などのアプリケーション開発を行っている。 

 当事業に係る研究開発活動は、２０２百万円である。 

  

７【財政状態及び経営成績の分析】 

 当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりである。 

 なお、以下に記載した文中において将来に関する事項が含まれるが、有価証券報告書提出日(平成18年６月28日)現在において

当社グループが判断したものである。 

(1）当連結会計年度の財政状態の分析 

流動資産 

 当連結会計年度における流動資産残高は、前連結会計年度に比べ４，８１６百万円増加の６２，２０３百万円となった。こ

れは、売上高が前連結会計年度に比べ１０，３８８百万円増加し、前連結会計年度に比べ受取手形及び売掛金が３，５８１百

万円及び現金及び預金が１，０８０百万円増加したこと等による。 

固定資産 

 当連結会計年度における固定資産残高は、前連結会計年度に比べ１２，１３３百万円増加の４６，５２４百万円となった。

これは、主に投資有価証券の時価が上昇したことが大きく影響して１０，１４３百万円増加したこと、全事業分野における設



備投資の増加により、有形固定資産が１，５８５百万円増加したこと等による。 

流動負債 

 当連結会計年度における流動負債残高は、前連結会計年度に比べ５，４０３百万円増加の３６，１３４百万円となった。こ

れは、売上高が前連結会計年度に比べ１０，３８８百万円増加したことに伴い仕入品も増加し、支払手形及び買掛金が前連結

会計年度に比べ２，４６１百万円増加したこと、受注の増加に伴い前受金が８４８百万円増加したこと、設備投資の増加に伴

い未払金が６６７百万円増加したこと、未払法人税が５９２百万円増加したこと等による。 

固定負債 

 当連結会計年度における固定負債残高は、前連結会計年度に比べ１，６６３百万円増加の１０，６８９百万円となった。こ

れは、社債が２，０００百万円減少したものの、保有株式の時価評価上昇等に伴い繰延税金負債が３，１８３百万円増加した

こと、当連結会計年度より計上した環境安全対策引当金３５３百万円の増加等による。 

資本 

 当連結会計年度における資本の残高は、前連結会計年度に比べ９，５８１百万円増加の６０，５２０百万円となった。これ

は、当期純利益４，１５４百万円を計上したこと及び保有株式の時価評価が上昇したことによりその他有価証券評価差額金が

前連結会計年度に比べ５，８０７百万円増加したこと等による。 

(2)当連結会計年度の経営成績の分析 

売上高 

 当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度より１０，３８８百万円増加の８８，６５６百万円を計上した。これは、主に

自動車関連向けに静圧造型機、アルミ鋳造設備、ピーニングショットブラストマシン、自動車内装部品向け真空成形機、自動

車ドア内張り用組立装置、また鉄鋼、造船関連向けのショットブラストマシン、その他投射材・研磨材等が、国内外での客先

の設備投資増加及び操業度アップ等により受注が旺盛であったことが大きい。 

営業費用 

 当連結会計年度の営業費用は、前連結会計年度より７，５９８百万円増加の８１，６８２百万円を計上した。これは、売上

高が増加したことに伴う売上原価が７，０３７百万円増加及び販売費及び一般管理費の人件費等増加により５６１百万円増加

したことによる。 

営業利益 

 当連結会計年度の営業利益は、売上高の増加、売上原価率の改善、販売管理費等経費の抑制により前連結会計年度に比べ

２，７８９百万円増加の６，９７４百万円となった。 

経常利益 

 当連結会計年度の経常利益は、前連結会計年度より３，０２０百万円増加の７，５５０百万円となった。営業利益が前連結

会計年度に比べ２，７８９百万円増加したことに加え、営業外収益が、受取配当金や持分法による投資利益の増加等により前

連結会計年度に比べ２４７百万円増加の９８４百万円となり、営業外費用が、前連結会計年度に比べ１５百万円増加の４０８

百万円となった。これにより営業外損益は、前連結会計年度より２３１百万円増加し、経常利益は大きく増加した。 

当期純利益 

 当連結会計年度の当期純利益は、前連結会計年度より５１９百万円増加の４，１５４百万円となった。当連結会計年度の特

別損失は、製品補償費７４４百万円や環境安全対策引当金繰入額３５３百万円の計上により、前連結会計年度より１，１３５

百万円増加の１，４５３百万円となり、また法人税、住民税及び事業税、法人税等調整額は、前連結会計年度より１，５３０

百万円増加の２，２７６百万円を計上した。しかし、特別利益が、投資有価証券売却益等により前連結会計年度に比べ２５９

百万円増加したこと等により６１８百万円となったこと、経常利益が前連結会計年度に比べ３，０２０百万円増加したこと等

により、最終的に前連結会計年度に比べ当期純利益は増加した。 



(3）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 当社グループは現在、運転資金及び設備投資資金については内部資金または借入により資金調達している。当社グループ

は、健全な財務状態を維持することにより、当社グループの成長を持続するために将来必要な運転資金及び設備投資資金を調

達することが可能と考えている。 

 なお、資本の財源及び資金の流動性についての指標は以下のとおりである。 

（注） 株主資本比率：株主資本/総資産 

時価ベースの株主資本比率：株式時価総額/総資産 

債務償却年数：有利子負債/営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー/利息の支払額 

 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出している。株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己

株式数控除後）により算出している。有利子負債は、利子を支払っているすべての負債（短期借入金、１年以内償還予定社

債、社債、長期借入金）を対象としている。営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動による

キャッシュ・フローを使用しており、利息の支払額については、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用してい

る。 

 当連結会計年度は、その他有価証券評価差額金が増加したこと等により株主資本比率は、０．２ポイント増加した。時価

ベースの株主資本比率は、当社株式の時価が大幅に上昇したことにより３９．２ポイント増加した。債務償還年数は、税金等

調整前当期純損益が増加したこと等により前連結会計年度より１．８ポイント改善した。インタレスト・カバレッジ・レシオ

は、税金等調整前当期純損益が増加したこと等により５．７ポイント改善した。 

(4)経営者の問題認識と今後の方針について 

 当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を策定するよう努めている。今後の

経済見通しについては、円高基調の為替動向、原油価格の一段の高騰などの不安定要因があるものの、内需を中心とした設備

投資の拡大や個人消費の波及効果などで景気の回復傾向が継続するものと予想される。 

 当社グループを取り巻く事業環境については、国内の需要先業界では、自動車関連を中心に引続き堅調な設備投資が持続す

るものと予想され、また、好調なアジア市場や底打ちした欧州市場においては、新規の設備投資を中心に底堅い需要が見込ま

れる。 

 このような情勢のもと、当社グループは、世界に通用する信頼される技術による商品の競争力を強化し、その商品をいかに

迅速・的確にお客様へ提供するかの視点を機軸にして、事業の「選択と集中」並びに競争力強化に向けた「体質改革」を実現

することを目指す。 

具体的には次の各項目に重点を置いた経営を推進する。 

①「設備」「消耗材」「部品・メンテナンス・ノウハウ」のトータルシステムとしての事業展開を強化するとともに、これ

に加工・処理技術、材料開発を付加させることで新規事業を創出する。 

②海外事業においては、消耗材のグローバル展開を加速させるとともに、海外進出企業をサポートする設備メンテナンス体

制を充実させるのに加えて、ＢＲＩＣｓ市場への深耕、北南米への表面処理事業の推進を強化する。 

③アルミ分野市場への品揃えの充実、大型セラミックス製品及び表面処理受託加工 (ピーニング加工・マイクロブラスト加

工)の拡大に注力する。 

④顧客ニーズの把握から商品引渡しまでの情報伝達、意思決定を迅速化し、戦略商品及び部品・メンテナンスサービスの販

売体制を強化・充実するとともに、基幹ユニットの内製化、多工程ユニットのアウトソーシングの促進により、営業体

制・生産体制を強化する。 

⑤経営環境の変化に柔軟かつ迅速に対応できるよう執行役員制度の導入をはじめとする経営改革を果敢に実行するととも

に、ＣＳＲ活動の推進を通じて、連結経営の効率性、透明性を重視したコーポレートガバナンスを強化する。加えて、技

術・技能の向上とその円滑な伝承を可能とする人材開発制度、社員の成長と能力発揮に連動した新賃金制度を導入する。 

  

  第105期 第106期 第107期 第108期 第109期 

株主資本比率(％) ５６．８ ５６．７ ５７．１ ５５．５ ５５．７ 

時価ベースの株主資本比率(％) ２０．６ １７．４ ３１．９ ４６．６ ８５．８ 

債務償還年数(年) ６．６ ５．３ ３．５ ３．１ １．３ 

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) ４．５ ９．３ １６．７ ２４．０ ２９．７ 



第３【設備の状況】 

  

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度の設備投資については、生産の合理化等を図るため、必要な設備投資を実施している。 

 当連結会計年度に実施した設備投資の総額(無形固定資産を含む。)は、2,926百万円であり、その主な投資は鋳造、表面処理、

環境関連、及び投射材・研磨材分野である。 

 また、生産能力等に重大な影響を与えるような固定資産の売却、撤去等はないが、当社において、開発機能強化を目的に技

術・開発部門を集約する建屋（技術・開発センター）785百万円を新たに建設しており、設備投資金額は、鋳造分野、表面処理分

野、環境関連分野等の各事業分野へ配分している。 

 なお、設備の状況の金額は、消費税等抜きの金額である。 

 事業の種類別セグメントの設備投資は、次のとおりである。 

鋳造分野   ： 設備投資金額は、702百万円である。主な設備投資の目的及び内容は、製造設備等の取替及び改修が主体

である。 

表面処理分野 ： 設備投資金額は、567百万円である。主な設備投資の目的及び内容は、製造設備等の取替及び改修が主体

である。 

環境関連分野 ： 設備投資金額は、315百万円である。主な設備投資の目的及び内容は、製造設備等の取替及び改修が主体

である。 

投射材・研磨材： 設備投資金額は、743百万円である。主な設備投資の目的及び内容は、製造設備等の取替及び改修が主体

である。 

 上記以外の分野及び全社共通部門における設備投資金額は、596百万円である。 

  

  

２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

  

      平成18年3月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額

従業員数
（人） 

建物及び構
築物 
（百万円） 

機械装置及
び運搬具 
（百万円） 

土地
（百万円） 
（面積千㎡）

その他
（百万円） 

合計 
（百万円） 

本社 
（名古屋市中村区） 

― 本社業務 12 － － 28 40 66

豊川製作所 
（愛知県豊川市） 

鋳造、表面処
理、環境関連、
投射材・研磨材
及びその他 

鋳造機械及び表
面処理機械等生
産設備 

598 815 40 
(121)

76 1,530 373

豊川製作所第二工場 
（愛知県豊川市） 

その他 
ポーセラックス
型等生産設備 

107 22 0 
(4)

1 132 29

新東ブラステックカンパ
ニー 
（愛知県豊川市） 

鋳造及び表面処
理 

製缶品等生産設
備 

125 164 25 
(89)

7 323 113

新城製作所 
（愛知県新城市） 

メカトロ関連 
制御盤等生産設
備 

264 39 1,027 
(54)

3 1,335 91

新東エコテックカンパニ
ー 
（愛知県額田郡幸田町） 

環境関連 
集塵装置生産設
備 

142 100 362 
(36)

13 618 144



(2）国内子会社 

  

(3）在外子会社 

 （注）１．帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでいない。 

２．現在休止中の重要な設備はない。 

３．上記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、下記のとおりである。 

（提出会社） 

  

（国内子会社） 

  

      平成18年3月31日現在

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額
従業員
数 
（人） 

建物及び構
築物 
（百万円） 

機械装置及
び運搬具 
（百万円） 

土地
（百万円） 
（面積千㎡）

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

新東ブレーター㈱本部 
（愛知県北名古屋市） 

表面処理及び
環境関連 

本社業務及び技
術開発設備 

210 113 81 
(5)

151 555 91

新東ブレーター㈱大崎製造所 
（愛知県豊川市） 

鋳造及び投射
材・研磨材 

投射材及び耐摩
耗鋳物生産設備 

451 565 427 
(62)

84 1,529 171

㈱メイキコウ本社事業所 
（愛知県豊明市） 

物流及びメカ
トロ関連 

本社業務及び搬
送装置生産設備 

434 182 256 
(44)

29 902 239

      平成18年3月31日現在

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額
従業員
数 
（人） 

建物及び構
築物 
（百万円） 

機械装置及
び運搬具 
（百万円） 

土地
（百万円） 
（面積千㎡）

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

ハインリッヒワグナーシントー
マシーネンファブリック社 
Bad Lassphe他 
（ドイツ連邦共和国） 

鋳造 
鋳造機械生産設
備 

756 178 175 
(46)

48 1,159 304

ロバーツシントー社 
Lansing office他 
（アメリカ合衆国） 

鋳造及び物
流 

鋳造機械及び搬
送機械生産設備 

123 14 21 
(40)

18 177 117

  
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セグメントの
名称 

設備の内容
リース期
間（年） 

年間リース料 
（百万円） 

リース契約残
高（百万円） 

  
豊川製作所他 
（愛知県豊川市他） 

鋳造、表面処理、環境関
連、投射材・研磨材及びそ
の他 

電子計算機端末機器及びＣ
ＡＤシステム等 

3～8 82 128

  

  
会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セグメントの
名称 

設備の内容
リース期
間（年） 

年間リース料 
（百万円） 

リース契約残
高（百万円） 

  

新東ブレーター㈱本
部他 
（愛知県北名古屋市
他） 

鋳造、表面処理、環境関
連、メカトロ関連及び投射
材・研磨材 

電子計算機端末機器及びＣ
ＡＤシステム等 

4～7 31 93



３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）の設備投資計画は、製造設備の取替及び改修を主体として下記の内容を含め50億円であ

るが、特筆すべき生産能力の増加、減少はない。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含めていない。 

  

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セグメ
ントの名称 

設備の内容

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定年月

総額
（百万円）

既支払額
（百万円）

着手 完了

新東工業㈱ 
豊川製作所 
（愛知県豊川市） 

鋳造、表面処理、環
境関連、投射材・研
磨材及びその他 

大型セラミックス部
品生産工場新設及び
増設 

438 － 自己資金 平成18.5 平成19.3

新東工業㈱ 
新東ブラステックカンパ
ニー 
（愛知県豊川市） 

鋳造及び表面処理
ピーニング受託加工
工場新設 

245 － 自己資金 平成18.6 平成19.3

新東工業㈱ 
新東エコテックカンパニ
ー 
（愛知県額田郡幸田町） 

環境関連 
小型汎用集塵機組立
工場新設及び工場設
備増強 

569 － 自己資金 平成18.5 平成19.9

新東ブレーター㈱ 
大治製造所 
（愛知県海部郡大治町） 

表面処理、環境関連
及びメカトロ関連 

組立工場増設 292 － 自己資金 平成18.5 平成18.12

新東ブイセラックス㈱ 
本社事業所 
（愛知県豊川市） 

投射材・研磨材及び
その他 

大型セラミックス部
品生産設備 

827 17 自己資金 平成18.1 平成19.3



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めている。 

     なお、平成18年６月28日開催の定時株主総会において定款の一部変更を行い、当該定めは削除している。 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項なし 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 自己株式の利益による消却である。 

  

(4）【所有者別状況】 

 （注）自己株式 1,807,823株は「個人その他」に1,807単元及び「単元未満株式の状況」に823株を含めて記載している。なお、自

己株式 1,807,823株は株主名簿記載上の株式数であり、平成18年３月31日現在の実保有残高は 1,806,823株である。 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 230,476,000 

計 230,476,000 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年６月28日） 

上場証券取引所名又は登録
証券業協会名 

内容 

普通株式 56,554,009 56,554,009
東京証券取引所市場第一部 
名古屋証券取引所市場第一部 

－ 

計 56,554,009 56,554,009 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成13年８月15日 
（注） 

△1,976 56,554 － 5,752 － 6,195

    平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 単元未満株
式の状況 
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － 51 20 124 89 4 2,593 2,881 － 

所有株式数 
（単元） 

－ 24,545 402 8,924 7,670 5 14,041 55,587 967,009 

所有株式数の
割合（％） 

－ 44.16 0.72 16.05 13.80 0.01 25.26 100 － 



(5）【大株主の状況】 

 （注）１．所有株式数は、千株未満を切り捨てて表示している。 

２．上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式は、すべて信

託業務に係る株式である。 

３．当社は自己株式 1,806千株（株主名簿上は当社名義となっているが実質的に所有していない株式 1千株を除く。）を保

有しているが、上記「大株主の状況」から除外している。 

  

    平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社 

東京都中央区晴海1-8-11 6,072 10.73 

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社 

東京都港区浜松町2-11-3 2,543 4.49 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 2,409 4.26 

明治安田生命保険相互会社
（常任代理人 資産管理サー
ビス信託銀行株式会社） 

東京都千代田区丸の内2-1-1
（東京都中央区晴海1-8-12） 

2,276 4.02 

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町2-2-1 1,668 2.94 

ステートストリートバンクア
ンドトラストカンパニー
505019 
（常任代理人 株式会社みず
ほコーポレート銀行兜町証券
決済業務室） 

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O.BOX 518 
IFSC DUBLIN,IRELAND 
（東京都中央区日本橋兜町6-7） 

1,600 2.82 

財団法人永井科学技術財団 名古屋市昭和区福江2-9-20 1,405 2.48 

株式会社みずほコーポレート
銀行（常任代理人 資産管理
サービス信託銀行株式会社） 

東京都千代田区丸の内1-3-3
（東京都中央区晴海1-8-12） 

1,271 2.24 

朝日生命保険相互会社 
（常任代理人 資産管理サー
ビス信託銀行株式会社） 

東京都千代田区大手町2-6-1
（東京都中央区晴海1-8-12） 

1,139 2.01 

東京海上日動火災保険株式会
社 

東京都千代田区丸の内1-2-1 879 1.55 

計 － 21,263 37.59 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄には、株主名簿上は当社名義となっているが実質的に所有していない株式1,000株が含ま

れている。なお、「議決権の数」欄には、株主名簿上は当社名義となっているが実質的に所有していない株式に係る議決

権の数1個を含めていない。 

  

②【自己株式等】 

 （注）１．上記のほか、株主名簿上は当社名義となっているが実質的に所有していない株式が、1,000株ある。 

なお、当該株式数は「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄に含まれている。 

２．（株）浜新商会、（株）松新商会は、当社の代理店会社で構成される新東会持株会（名古屋市中村区名駅三丁目28番12

号）に加入しており、同持株会名義でそれぞれ21,000株、23,000株所有している。 

３．（株）浜新商会、（株）松新商会、（株）酒松商会、（株）水野商会は、連結子会社である。 

  

(7）【ストックオプション制度の内容】 

該当事項なし 

  

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 

(自己保有株式)
普通株式  1,806,000 
(相互保有株式) 
普通株式   87,000 

― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 53,694,000 53,693 （注） 

単元未満株式 普通株式  967,009 ― ― 

発行済株式総数 56,554,009 ― ― 

総株主の議決権 ― 53,693 ― 

    平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

新東工業（株） 
（注）１ 

名古屋市中村区名
駅三丁目28番12号 

1,806,000 ― 1,806,000 3.20 

（株）浜新商会
（注）２．３ 

横浜市戸塚区上矢
部町2057-10 

20,000 21,000 41,000 0.07 

（株）松新商会
（注）２．３ 

群馬県伊勢崎市境
三ツ木244-3 

― 23,000 23,000 0.04 

（株）酒松商会 
（注）３ 

名古屋市緑区有松
町往還南176第６ 

19,000 ― 19,000 0.03 

（株）水野商会 
（注）３ 

名古屋市熱田区古
新町2-94 

4,000 ― 4,000 0.01 

計 － 1,849,000 44,000 1,893,000 3.35 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

     株式の種類  普通株式 

イ【定時総会決議による買受けの状況】 

該当事項なし 

  

ロ【子会社からの買受けの状況】 

       該当事項なし 

  

ハ【取締役会決議による買受けの状況】 

  

ニ【取得自己株式の処理状況】 

       該当事項なし 

  

ホ【自己株式の保有状況】 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

      該当事項なし 

  

３【配当政策】 

 当社の配当政策は、中長期的視点による財務体質と経営基盤の強化に配慮しつつ、一定のレベルでの安定的配当に加えて連結

業績との連動性を考慮することを基本とし、財政状態、利益水準、配当性向等を総合的に勘案して実施していく考えである。 

 当期は、１株当たり期末配当金を５円５０銭とし、年間で１０円（中間配当金４円５０銭）の配当を実施している。 

 なお、内部留保資金は、中長期的展望に立って成長が期待できる分野への優先的な事業投資への活用と併せて、経営体質強

化、株主還元のために有効活用していく所存である。 

  

 （注） 当期の中間配当に関する取締役会決議日 平成17年11月15日 

  

  平成18年６月28日現在

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会での決議状況（平成18年２月14日決議） 200,000 400,000,000

前決議期間における取得自己株式 200,000 332,000,000

残存決議株式数及び価額の総額 ― 68,000,000

未行使割合（％） ― 17.0

  平成18年６月28日現在

区分 株式数（株） 

保有自己株式数 200,000



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものである。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものである。 

  

回次 第105期 第106期 第107期 第108期 第109期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 408 318 479 835 1,736 

最低（円） 239 195 237 409 693 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 1,275 1,420 1,516 1,466 1,720 1,736 

最低（円） 975 1,100 1,312 1,202 1,400 1,494 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

取締役会長 
（代表取締役） 

  矢野 武 昭和13年８月13日生

昭和36年４月 当社入社 

昭和58年11月 経理部長 

昭和63年６月 取締役経理部長兼システム部長 

平成２年６月 常務取締役 

平成６年６月 専務取締役 

平成８年６月 取締役社長 

平成14年６月 取締役副会長 

平成18年６月 取締役会長（現任） 

71 

取締役副会長 
（代表取締役） 

  平山 正之 昭和15年10月21日生

昭和39年４月 新東ブレーター株式会社入社 

昭和62年３月 取締役 

平成３年９月 常務取締役 

平成９年３月 取締役社長 

平成14年４月 取締役相談役 

平成16年６月 相談役（現任） 

平成12年６月 当社取締役表面処理・環境部門

管掌 

平成13年５月 専務取締役表面処理・環境担当 

平成14年６月 取締役社長 

平成18年６月 取締役副会長（現任） 

109 

取締役社長 
（代表取締役） 

  永井 淳 昭和35年９月30日生

昭和59年４月 当社入社 

平成３年９月 新東ブレーター株式会社監査役 

平成５年３月 取締役（現任） 

平成７年12月 総合企画部長 

平成８年６月 取締役総合企画部長 

平成12年６月 常務取締役メカトロ・企画統轄

兼海外事業部長 

平成13年７月 ハインリッヒワグナーシントー

マシーネンファブリック社代表

取締役（現任） 

平成14年６月 専務取締役メカトロ事業本部長

兼海外事業統轄 

平成16年６月 取締役副社長 

平成18年６月 取締役社長（現任） 

335 

専務取締役 

技術・生産・開
発統轄兼プロダ
クションセンタ
ー統轄 

川合 悦蔵 昭和22年11月20日生

昭和48年４月 当社入社 

平成９年４月 技術部長 

平成10年６月 取締役技術部長 

平成12年６月 常務取締役技術・開発・生産部

門統轄兼豊川製作所長兼開発本

部長 

平成17年６月 専務取締役（現任） 

53 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

取締役 
新東エコテック
カンパニー社長 

石尾 健一 昭和20年6月28日生

昭和44年４月 当社入社 

平成６年４月 生産部長兼組立工場長 

平成13年７月 参与・豊川製作所長兼生産管理

部長 

平成16年６月 取締役プロダクションセンター

長兼豊川製作所長 

平成17年４月 取締役新東エコテックカンパニ

ー社長（現任） 

6 

取締役 豊川製作所長 平井 修司 昭和25年2月26日生

昭和48年４月 新東ダストコレクタ株式会社入

社 

平成９年６月 同社技術部長 

平成12年４月 当社新東エコテックカンパニー

技術部長 

平成16年４月 新東エコテックカンパニー社長 

平成16年６月 取締役新東エコテックカンパニ

ー社長 

平成17年４月 取締役豊川製作所長（現任） 

6 

取締役 東京支店長 裏辻 育久 昭和24年5月20日生

昭和48年４月 新東ダストコレクタ株式会社入

社 

平成13年２月 当社新東エコテックカンパニー

営業部長 

平成14年４月 東京支店長 

平成16年７月 参与・東京支店長 

平成18年６月 取締役東京支店長（現任） 

3 

取締役 
マーケティング
部長 

北川 啓司 昭和23年1月5日生

昭和45年４月 当社入社 

平成14年４月 新東エコテックカンパニー営業

部長 

平成16年４月 新東エコテックカンパニープロ

ジェクト室長 

平成17年４月 マーケティング部長 

平成18年６月 取締役マーケティング部長 

（現任） 

3 

取締役   武田 祐次郎 昭和18年1月7日生

昭和40年４月 新東ブレーター株式会社入社 

平成３年９月 取締役 

平成７年３月 常務取締役 

平成９年３月 取締役副社長 

平成14年４月 代表取締役社長

（現任） 

平成18年６月 当社取締役（現任） 

63 



 （注）１．株式数は、千株未満を切り捨てて表示している。 

２．監査役加藤文夫及び三輪倛侑は、会社法第２条第16号に定める社外監査役である。 

３．平成18年７月１日付で次の委嘱・担当業務の変更を予定している。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

監査役 
（常勤） 

  神谷 公一 昭和19年５月８日生

昭和43年４月 株式会社三菱銀行入行 

平成４年９月 当社入社 

平成８年７月 参与管理部長 

平成13年６月 常勤監査役（現任） 

10 

監査役 
（常勤） 

  近藤 浩 昭和18年11月19日生

昭和41年４月 当社入社 

平成６年４月 資材部長 

平成11年７月 参与ＩＳＯ推進グループマネー

ジャー 

平成15年４月 参与プロダクションセンター品

質保証担当 

平成15年６月 常勤監査役（現任） 

28 

監査役   加藤 文夫 昭和13年８月14日生

昭和38年４月 株式会社三菱銀行入行 

昭和61年９月 同行情報開発本部プロジェクト

開発部長 

平成３年６月 同行取締役国際業務部長 

平成４年６月 三菱油化株式会社常勤監査役 

平成６年10月 合併による三菱化学株式会社常

勤監査役 

平成15年６月 当社監査役（現任） 

2 

監査役   三輪 倛侑 昭和13年８月20日生

昭和36年４月 株式会社富士銀行入行 

昭和63年８月 同行取締役名古屋支店長 

平成２年４月 同行常務取締役 

平成４年６月 株式会社富士銀クレジット代表

取締役社長 

平成14年５月 ポケットカード株式会社代表取

締役社長 

平成15年６月 当社監査役（現任） 

－ 

        計 691 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名

専務取締役 
社長補佐兼事業戦略プロジェクト担当
兼開発担当 

専務取締役
技術・生産・開発統轄兼プロダクショ
ンセンター統轄 

川合 悦蔵

取締役 
新東エコテックカンパニー社長兼品質
保証・技能教育担当 

取締役
新東エコテックカンパニー社長 

石尾 健一

取締役 
生産・技術担当兼豊川製作所長兼新城
製作所長 

取締役
豊川製作所長 

平井 修司

取締役 
営業本部長兼東京支店長 

取締役
東京支店長 

裏辻 育久

取締役 
営業推進部長 

取締役
マーケティング部長 

北川 啓司



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、コーポレート・ガバナンスを有効に機能させるためには、経営の透明性を高め、経営環境の変化に柔軟かつ迅速に

対応できる組織体制を整備するとともに、グループ全社でコンプライアンス体制を構築することが必要であり、加えて資本市

場への自発的、積極的な情報開示により、株主重視の姿勢を堅持することが重要な施策であると考えている。 

(1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

①会社の機関の内容 

 提出日現在、当社の取締役会は、取締役９名で構成されており、原則として月１回開催されるほか、必要に応じて随時開催

されている。また、社外有識者の参画を得て構成する経営諮問委員会を設置して、経営方針や事業運営の意思決定に関して審

議を行うとともに、執行状況のチェックとフォローを定期的に実施し、その透明性の確保に努めている。 

 また、当社は監査役制度を採用しており、監査役４名のうち２名が社外監査役として、取締役の職務執行に対する監査を実

行している。 

②会社の内部統制システムの整備の状況 

 当社の内部統制システムは、グループ全社の企業活動全般について法律及び企業倫理の両面からチェックを行うＣＳＲ委員

会を定期に開催して、法令・企業倫理の順守に必要な実施計画の策定等を審議・実行するとともに、不正や倫理に反する行為

についての社員からの相談窓口を設置した「スピークアップ制度」を取り入れて、不祥事の未然防止に努めている。加えて、

コンプライアンス経営の実践に必要な行動指針や心構えを定めた「新東企業倫理・行動指針」および具体的行動マニュアルを

策定・明文化し、グループ全社の役員・社員に配布して、より高い倫理観を根づかせ、社会的信頼が得られる企業グループを

目指している。 

③会計監査の状況 

 当社の会計監査業務を執行した公認会計士は加藤正樹及び内山隆夫で、監査法人トーマツに所属し、いずれも関与期間は７

年未満である。会計監査業務の補助者は、公認会計士９名、会計士補９名、その他３名である。 

④社外取締役及び社外監査役との関係 

 社外取締役は選任していない。社外監査役２名のうち、加藤文夫は当社株式を２千株所有しているが、人的関係、その他の

利害関係はない。 

  

(2)リスク管理体制の整備の状況 

 当社のリスク管理体制は、経営上の各種のリスクについては、ＣＳＲ委員会及びそれぞれの担当部署において対策を行って

おり、個別のリスクについては、プロジェクトチーム等で対応している。また、グループ監理部がグループ会社の経営指導、

管理を行っている。内部監査については、監査室２名が当社を含むグループ会社の経営全般の内部監査を行っている。また、

品質保証グループが製品等の品質の管理を行っている。さらに、社外有識者を含む経営諮問委員会が、経営陣に対して意見・

助言を行っている。 

  

(3）役員報酬の内容 

 当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は、次のとおりである。 

（注）１．社外取締役はいない。 

２．監査役に支払った報酬のうち、11百万円は社外監査役（２名）に支払った報酬である。 

  

(4)監査報酬の内容 

  

  取締役（８名）に支払った報酬 162百万円   

  監査役（４名）に支払った報酬 37百万円   

  計 200百万円   

  
当事業年度における当社が監査法人トーマツと締結した公認

会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 
17百万円   

  
  

その他の報酬 

  

1百万円 
  



第５【経理の状況】 

  

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結

財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

  

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等

規則」という。）に基づいて作成している。 

  

(3) 当社の連結財務諸表及び財務諸表に掲載される科目、その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載していたが、

当連結会計年度及び当事業年度より百万円単位で記載することに変更している。なお、比較を容易にするため、前連結会計年

度及び前事業年度についても百万円単位に組替え表示している。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）及び当連結

会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３

月31日まで）及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表について、監査法人トーマツにより監

査を受けている。 

  

  



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金 ※２  11,537 12,617 

２．受取手形及び売掛金   28,854 32,436 

３．有価証券   6,046 5,569 

４．たな卸資産   8,880 9,770 

５．繰延税金資産   1,628 1,403 

６．その他   599 614 

貸倒引当金   △159 △208 

流動資産合計   57,387 62.5 62,203 57.2

Ⅱ 固定資産    

(1）有形固定資産    

１．建物及び構築物 ※２ 13,812 14,223  

減価償却累計額  9,131 4,680 9,431 4,792 

２．機械装置及び運搬具 ※２ 16,710 17,937  

減価償却累計額  13,446 3,264 14,107 3,829 

３．土地 ※２  4,395 4,442 

４．建設仮勘定   22 822 

５．その他  3,386 3,405  

減価償却累計額  2,829 557 2,786 618 

有形固定資産合計   12,919 14.1 14,505 13.3

(2）無形固定資産    

１．営業権   28 18 

２．連結調整勘定   23 6 

３．その他   911 783 

無形固定資産合計   963 1.1 808 0.8



   
前連結会計年度

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

(3）投資その他の資産    

１．投資有価証券 ※１  18,062 28,206 

２．長期貸付金   141 84 

３．繰延税金資産   457 422 

４．その他   2,205 2,698 

貸倒引当金   △360 △201 

投資その他の資産合計   20,507 22.3 31,210 28.7

固定資産合計   34,390 37.5 46,524 42.8

資産合計   91,777 100.0 108,728 100.0

     

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．支払手形及び買掛金   16,083 18,544 

２．短期借入金 ※２  4,223 4,238 

３．１年以内償還予定社債 ※２  2,000 2,000 

４．未払法人税等   829 1,421 

５．未払消費税等   272 275 

６．賞与引当金   1,350 1,637 

７．プラント保証引当金   412 416 

８. 受注損失引当金   12 126 

９．建物等撤去費用引当金   － 65 

10．その他   5,546 7,407 

流動負債合計   30,730 33.5 36,134 33.2



  

  

   
前連結会計年度

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定負債    

１．社債   3,500 1,500 

２．長期借入金 ※２  675 749 

３．未払役員退職金   － 475 

４．繰延税金負債   1,541 4,725 

５．退職給付引当金   2,182 2,091 

６．役員退職金引当金   877 484 

７．環境安全対策引当金   － 353 

８．その他   248 309 

固定負債合計   9,025 9.8 10,689 9.8

負債合計   39,756 43.3 46,823 43.0

     

（少数株主持分）    

少数株主持分   1,082 1.2 1,383 1.3

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※５  5,752 6.3 5,752 5.3

Ⅱ 資本剰余金   6,219 6.8 6,219 5.7

Ⅲ 利益剰余金   36,077 39.3 39,814 36.6

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  4,461 4.9 10,268 9.5

Ⅴ 為替換算調整勘定   △1,160 △1.3 △708 △0.6

Ⅵ 自己株式 ※６  △411 △0.5 △825 △0.8

資本合計   50,938 55.5 60,520 55.7

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  91,777 100.0 108,728 100.0

     



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   78,268 100.0 88,656 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１  58,188 74.3 65,225 73.6

売上総利益   20,080 25.7 23,431 26.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   

１．運送費及び荷造費  1,954 1,928  

２．販売手数料  821 610  

３．特許使用料  29 30  

４．広告宣伝費  182 184  

５．交際費  186 212  

６．旅費交通費  943 958  

７．給料報酬  6,314 6,618  

８．賞与引当金繰入額  483 634  

９．退職給付費用  226 263  

10．役員退職金引当金繰入
額 

 97 131  

11．福利費  848 932  

12．租税課金  236 250  

13．事務用消耗品費  149 147  

14．通信費  195 191  

15．減価償却費  368 385  

16．賃借料  475 480  

17．雑費  2,380 15,895 20.4 2,496 16,457 18.5

営業利益   4,184 5.3 6,974 7.9



   
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  68 125  

２．受取配当金  139 259  

３．有価証券売却益  1 －  

４．連結調整勘定償却額  11 －  

５．持分法による投資利益  120 222  

６．生命保険配当金  154 164  

７．雑収入  242 737 1.0 213 984 1.1

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  144 220  

２．寄付金  121 －  

３．投資事業組合運用損  25 43  

４．雑支出  100 392 0.5 145 408 0.5

経常利益   4,529 5.8 7,550 8.5

Ⅵ 特別利益    

１．固定資産売却益 ※２ 347 12  

２．投資有価証券売却益  11 596  

３．貸倒引当金戻入額  － 8  

４．会員権売却益  － 359 0.4 0 618 0.7

     



  

  

   
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産売却損 ※３ 59 40  

２．固定資産廃却損 ※４ 45 34  

３．固定資産評価損 ※５ － 76  

４．減損損失 ※６ － 56  

５．投資有価証券売却損  － 2  

６．投資有価証券評価損  － 0  

７．貸倒引当金繰入額  79 －  

８．環境安全対策費  － 22  

９．環境安全対策引当金繰
入額 

 － 353  

10．建物等撤去費用引当金
繰入額 

 － 65  

11．現地工事火災復旧費  － 58  

12．製品補償費 ※７ 48 744  

13．特別退職金  2 －  

14. 受注取消損失額 ※８ 76 －  

15．会員権売却損  4 －  

16．その他の投資評価損  1 318 0.4 － 1,453 1.6

税金等調整前当期純利
益 

  4,570 5.8 6,715 7.6

法人税、住民税及び事
業税 

 1,127 2,015  

法人税等調整額  △381 745 0.9 260 2,276 2.6

少数株主利益   190 0.3 284 0.3

当期純利益   3,634 4.6 4,154 4.7

     



③【連結剰余金計算書】 

  

  

   
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高  6,216 6,219 

Ⅱ 資本剰余金増加高  

１．自己株式処分差益  2 2 0 0 

Ⅲ 資本剰余金期末残高  6,219 6,219 

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  32,773 36,077 

Ⅱ 利益剰余金増加高  

１．新規連結による剰余金
増加高 

 68 －

 ２．在外子会社過年度税効
果調整額 

 － 50

 ３．当期純利益  3,634 3,702 4,154 4,204 

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１．配当金  328 439

２．中国会計基準による剰
余金減少高 

※１ － 0

３．持分法適用会社の減少
による剰余金減少高 

 68 －

４．役員賞与  1 398 28 468 

Ⅳ 利益剰余金期末残高  36,077 39,814 

   



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

１．税金等調整前当期純利
益 

 4,570 6,715 

２．減価償却費  1,417 1,476 

３．連結調整勘定償却額  △11 17 

４．賞与引当金の増減額
（減少は△） 

 125 287 

５．受注損失引当金の増減
額（減少は△） 

 － 114 

６．建物等撤去費用引当金
の増減額（減少は△） 

 － 65 

７．貸倒引当金の増減額
（減少は△） 

 30 △124 

８．退職給付引当金の増減
額（減少は△） 

 △117 △91 

９．役員退職金引当金の増
減額（減少は△） 

 △7 △392 

10．未払役員退職金の増減
額（減少は△） 

 － 475 

11．環境安全対策引当金の
増減額（減少は△） 

 － 353 

12．受取利息及び受取配当
金 

 △208 △384 

13．支払利息  144 220 

14．為替差損益（差益は
△） 

 △7 △0 

15．持分法による投資損益
（利益は△） 

 △120 △222 

16．有価証券の売却損益
（売却益は△） 

 △1 － 

17．有形固定資産売却・廃
却・評価損益（売却益
は△） 

 △242 138 

18．減損損失  － 56 

19．投資有価証券売却・評
価損益（売却益は△） 

 △11 △564 

20．会員権売却損益（売却
益は△） 

 4 △0 

21．その他の投資評価損  1 － 

22．売上債権の増減額（増
加は△） 

 △2,945 △3,244 



   
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

23．たな卸資産の増減額
（増加は△） 

 △2,471 △667 

24．仕入債務の増減額（減
少は△） 

 3,130 2,346 

25．未払消費税等の増減額
（減少は△） 

 △12 △11 

26．役員賞与の支払額  △1 △28 

27．少数株主に負担させた
役員賞与の支払額 

 △1 △1 

28．その他  854 1,000 

小計  4,121 7,534 

29．利息及び配当金の受取
額 

 218 394 

30．利息の支払額  △141 △216 

31．法人税等の支払額  △805 △1,300 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 3,393 6,411 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

１．定期預金の預入による
支出 

 △616 △1,029 

２．定期預金の払戻による
収入 

 373 556 

３．有価証券の取得による
支出 

 △0 △100 

４．有価証券の売却等によ
る収入 

 857 300 

５．有形固定資産の取得に
よる支出 

 △982 △2,311 

６．有形固定資産の売却に
よる収入 

 606 123 

７．投資有価証券の取得に
よる支出 

 △2,549 △3,280 

８．投資有価証券の売却等
による収入 

 349 2,373 

９．連結子会社株式の取得
による支出 

 － △0 

10．連結子会社の自己株式
取得による支出 

 － △2 

11．貸付けによる支出  △23 △15 

12．貸付金の回収による収
入 

 66 194 



  
  

  

  次へ 

   
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

13．無形固定資産の取得に
よる支出 

 △96 △23 

14．その他の投資の増減額
（増加は△） 

 △103 106 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △2,118 △3,109 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

１．短期借入金の純増減額
（減少は△） 

 41 △74 

２．長期借入れによる収入  800 235 

３．長期借入金の返済によ
る支出 

 △784 △308 

４．社債の償還による支出  － △2,000 

５．自己株式の売却による
収入 

 98 3 

６．自己株式の取得による
支出 

 △45 △418 

７．配当金の支払額  △328 △438 

８．少数株主への配当金の
支払額 

 △60 △64 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △279 △3,065 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 30 69 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
減額（減少は△） 

 1,025 305 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 15,407 16,637 

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び
現金同等物の増加額 

 204 － 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期
末残高 

 16,637 16,942 

   



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社の数 34社 (1)連結子会社の数 34社 

主要な連結子会社の名称 主要な連結子会社の名称 

新東ブレーター（株）、（株）メイキコウ、西

部新東工業（株）、東寿興産（株）、東伸産業

（株）、エムエステック（株）、新東エンジニ

アリング（株）、東部シントー（株）、中部シ

ントー（株）、新東ブイセラックス（株）、新

東サーブラスト（株）、ハインリッヒワグナー

シントーマシーネンファブリック社、シントー

アメリカ社、ロバーツシントー社 

新東ブレーター（株）、（株）メイキコウ、西

部新東工業（株）、東寿興産（株）、東伸産業

（株）、エムエステック（株）、新東エンジニ

アリング（株）、東部シントー（株）、中部シ

ントー（株）、新東ブイセラックス（株）、新

東サーブラスト（株）、ハインリッヒワグナー

シントーマシーネンファブリック社、シントー

アメリカ社、ロバーツシントー社 

 前連結会計年度まで持分法適用の非連結子会社

であった台湾新東機械股份有限公司、台湾百利達

股份有限公司、シントーブラジルプロドゥトス社

は、重要性が増したため、当連結会計年度より連

結子会社に含めている。 

  

(2)主要な非連結子会社の名称等 (2)主要な非連結子会社の名称等 

タイ新東工業（株） タイ新東工業（株） 

(連結の範囲から除いた理由) (連結の範囲から除いた理由) 

 非連結子会社６社はいずれも小規模会社であり、

合計の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金

（持分に見合う額）等はいずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないため除外している。 

         同左 

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 

(1)持分法適用の非連結子会社数 ６社 (1)持分法適用の非連結子会社数 ６社 

主要な会社等の名称 主要な会社等の名称 

タイ新東工業（株） 

無錫台新東機械有限公司は当連結会計年度中に

設立されたが、重要性がないため、持分法適用の

非連結子会社に含めている。 

 台湾新東機械股份有限公司、台湾百利達股份有

限公司、シントーブラジルプロドゥトス社は、重

要性が増したため、当連結会計年度より連結子会

社に含めている。 

タイ新東工業（株） 

  

(2)持分法適用の関連会社数 ３社 (2)持分法適用の関連会社数 ３社 

主要な会社等の名称 韓国新東工業 ㈱、金森新東 ㈱、サイアムブレー

ター社 韓国新東工業（株）、金森新東（株） 

(3)持分法を適用しない関連会社のうち主要な会社等

の名称 

(3)持分法を適用しない関連会社のうち主要な会社等

の名称 

（株）テクノ21 （株）テクノ21 

(持分法を適用しない理由) (持分法を適用しない理由) 

 持分法非適用会社１社は、当期純損益及び利益剰

余金等に及ぼす影響が軽微、かつ重要性がないため

持分法の適用から除外している。 

         同左 



  

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(4)持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異

なる会社については、当該会社の事業年度に係る財

務諸表を使用している。 

(4)         同左 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 ３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、ハインリッヒワグナーシントー

マシーネンファブリック社、シントーアメリカ社、ロ

バーツシントー社、サンドモールドシステムズ社、フ

ィニッシングアソシエイツ社、青島百利達鋼丸有限公

司、青島新東機械有限公司、台湾新東機械股份有限公

司、台湾百利達股份有限公司及びシントーブラジルプ

ロドゥトス社の決算日は12月末日であり、連結財務諸

表の作成にあたっては12月末日現在の財務諸表を使用

し、連結決算日との間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っている。 

同左 

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 (1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ たな卸資産 イ たな卸資産 

 たな卸資産のうち原材料及び貯蔵品については

主として総平均法による原価法、一部の連結子会

社においては最終仕入原価法もしくは移動平均法

による原価法により評価している。 

 また、製品及び仕掛品については主として個別

原価法により評価している。 

同左 

ロ 有価証券 ロ 有価証券 

満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 

 償却原価法によっている。 同左 

その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法によって

いる。 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売

却原価は主として移動平均法により算定してい

る。） 

同左 

時価のないもの 時価のないもの 

 移動平均法による原価法によっている。 同左 



  

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

イ 有形固定資産 イ 有形固定資産 

 定率法を採用している。但し、国内会社におい

ては、平成10年４月１日以降取得した建物（建物

附属設備を除く）について定額法を採用してい

る。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりである。 

同左 

建物及び構築物   ７年～50年 

機械装置及び運搬具 ４年～12年 

その他       ２年～15年 

  

ロ 無形固定資産 ロ 無形固定資産 

 定額法を採用している。 同左 

(3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 

イ 貸倒引当金 イ 貸倒引当金 

 売掛金・貸付金等の債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権については、貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権及び破産更生債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上している。 

同左 

ロ 賞与引当金 ロ 賞与引当金 

 従業員の賞与の支払いに充てるため、支給見込

額を計上している。 

同左 

ハ プラント保証引当金 ハ プラント保証引当金 

 プラント及び大型受注機械等の検収引渡後の一

定期間中の性能を保証するため、当社は過去２年

間の売上高に対するクレーム費用発生高の割合を

基礎として当期の売上高に対して、連結子会社

は、過去の発生割合を基準として発生見込額を計

上している。 

同左 

ニ 受注損失引当金 ニ 受注損失引当金 

 受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連

結会計年度末における受注契約に係る損失見込額

を計上している。 

同左 

────────── ホ 建物等撤去費用引当金 

   建物等の撤去が決定し、その処理費用の支出に

備えるため、当連結会計年度末における撤去費用

の見込額を計上している。 



  

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

ホ 退職給付引当金 ヘ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年度末において発生してい

ると認められる額を計上している。 

 数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により、それぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしている。 

同左 

へ 役員退職金引当金 ト 役員退職金引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社及

び一部連結子会社は、役員退職金支給内規に基づ

き、当連結会計年度末要支給額を計上している。 

 役員の退職慰労金の支出に備えるため、一部連

結子会社は、役員退職金支給内規に基づき、当連

結会計年度末要支給額を計上している。 

（追加情報） 

 従来、当社は役員の退職慰労金の支出に備える

ため、役員退職金支給内規に基づく期末要支給額

を役員退職金引当金に計上していたが、平成17年

６月28日開催の定時株主総会終結の時をもって役

員退職慰労金制度を廃止し、在任役員について

は、定時株主総会終結時の要支給額を退任時に支

給することを決議している。これに伴い、役員退

職金要支給額475百万円については、固定負債の

「未払役員退職金」に計上している。 

────────── チ 環境安全対策引当金 

   保管するＰＣＢ廃棄物及びアスベスト対策等の

支出に備えるため、当連結会計年度末において、

その金額を合理的に見積ることができる額を計上

している。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

している。なお、在外連結子会社等の資産、負債、

収益及び費用は各社の決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は、少数株主持分及び資本

の部における為替換算調整勘定に含めて計上してい

る。 

同左 

(5）重要なリース取引の処理方法 (5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。 

同左 



  

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(6）重要なヘッジ会計の方法 (6）重要なヘッジ会計の方法 

イ ヘッジ会計の方法 イ ヘッジ会計の方法 

 ヘッジ会計の要件を満たす為替予約が付されて

いる外貨建金銭債権債務については振当処理を、

特例処理の要件を満たす金利スワップについて

は、特例処理を行っている。 

同左 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…デリバティブ取引（為替予約取引

及び金利スワップ取引） 

ヘッジ手段…  同左 

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務及び借入金利 ヘッジ対象…  同左 

ハ ヘッジ方針 ハ ヘッジ方針 

 外貨建金銭債権債務の為替リスクについては、

対象となる債権及び債務の範囲内とし、また借入

金の金利リスクについても対象となる金利に係る

借入金残高の範囲内としている。 

同左 

ニ ヘッジの有効性評価の方法 ニ ヘッジの有効性評価の方法 

 当社及び連結子会社の為替予約は、個別に為替

予約を付す場合に限られており、当然にヘッジの

有効性が確保されるため、有効性評価（事後テス

ト）を省略している。 

 金利スワップにおいては、特例処理の要件を満

たす場合、有効性評価（事後テスト）を省略して

いる。 

同左 

(7)その他連結財務諸表作成のための重要な事項 (7)その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

イ 消費税等の会計処理 イ 消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用している。 同左 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 ５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価

評価法によっている。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 ６．連結調整勘定の償却に関する事項 

 連結調整勘定は５年間で均等償却している。 同左 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 ７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分または損

失処理について、連結会計年度中において確定した金

額を基礎として作成している。 

同左 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 ８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許現金、随時引出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資からなっている。 

同左 



表示方法の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(連結貸借対照表) (連結貸借対照表) 

投資事業有限責任組合出資金の表示方法 

従来、投資その他の資産の「その他」に含めて表示し

ていた「投資事業有限責任組合出資金」は、「証券取引

法等の一部を改正する法律」（平成16年６月９日法律第

97号）の施行に伴い有価証券とみなすこととされたた

め、当連結会計年度において投資その他の資産の「投資

有価証券」に含めて表示している。 

 なお、当該金額は、前連結会計年度457百万円、当連

結会計年度600百万円である。 

────────── 

(連結損益計算書) (連結損益計算書) 

寄付金の区分掲記 寄付金の一括掲記 

 従来、営業外費用の「雑支出」に含めて表示していた

「寄付金」は、営業外費用の100分の10を超えることと

なったため、区分掲記することとした。 

 なお、前連結会計年度における「寄付金」は10百万円

である。 

 前連結会計年度に区分掲記していた営業外費用の「寄

付金」は、営業外費用の100分の10以下となったため、

営業外費用の「雑支出」に含めて一括掲記することとし

た。 

なお、当連結会計年度における「寄付金」は25百万円

である。 

(連結キャッシュ・フロー計算書) (連結キャッシュ・フロー計算書) 

────────── 受注損失引当金の増減額の区分掲記 

   従来、営業活動によるキャッシュ・フローの「その

他」に含めて表示していた「受注損失引当金の増減額」

は、重要性が増したため、区分掲記することとした。 

 なお、前連結会計年度における「受注損失引当金の増

減額」は、12百万円である。 

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（法人事業税における外形標準課税部分の連結損益計算

書の表示方法） 

────────── 

  

実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱

い」（企業会計基準委員会 平成16年２月13日）が公表

されたことに伴い、当連結会計年度から同実務対応報告

に基づき、法人事業税の付加価値割及び資本割84百万円

を販売費及び一般管理費として処理している。 

  



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

  

前連結会計年度
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（平成18年３月31日） 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりである。 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりである。 
  

投資有価証券 452百万円 投資有価証券 751百万円

※２．担保資産 ※２．担保資産 

 長期借入金668百万円、短期借入金668百万円、１

年以内償還予定社債2,000百万円の担保として次の

ものがある。 

 長期借入金691百万円、短期借入金655百万円の担

保として次のものがある。 

  
建物 1,260百万円（帳簿価額） 

機械装置 144百万円（  〃  ） 

土地 196百万円（  〃  ） 

定期預金 51百万円  

計 1,652百万円（帳簿価額） 
  

建物 393百万円（帳簿価額） 

土地 89百万円（  〃  ） 

定期預金 51百万円  

計 533百万円（帳簿価額） 

３．保証債務 ３．保証債務 

 連結会社以外の会社の金融機関からの借入金等に

対して、次のとおり保証を行っている。 

 連結会社以外の会社の金融機関からの借入金等に

対して、次のとおり保証を行っている。 
  

韓国新東工業株式会社 399百万円

（外貨建 3,700,000千ウォン）

サイアムブレーター社 129百万円

（外貨建 46,000千バーツ）

計 529百万円

韓国新東工業株式会社 220百万円

（外貨建 1,800,000千ウォン）

サイアムブレーター社 142百万円

（外貨建 46,000千バーツ）

計 363百万円

４．手形割引高及び裏書譲渡高 ４．手形割引高、裏書譲渡高及び輸出手形割引高 
  

  

受取手形割引高 165百万円

受取手形裏書譲渡高 115百万円

受取手形割引高 123百万円

受取手形裏書譲渡高 75百万円

輸出手形割引高 106百万円

※５．当社の発行済株式総数は、普通株式56,554,009株

である。 

※５．当社の発行済株式総数は、普通株式56,554,009株

である。 

※６．連結会社が保有する自己株式の数は、普通株式 

1,587,918株である。 

※６．連結会社が保有する自己株式の数は、普通株式 

1,851,690株である。 



（連結損益計算書関係） 

  

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は次のとおりである。 

※１．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は次のとおりである。 
  

一般管理費 1,260百万円

当期製造費用 80百万円

計 1,340百万円

一般管理費 1,281百万円

当期製造費用 79百万円

計 1,360百万円

※２．固定資産売却益の内容は次のとおりである。 ※２．固定資産売却益の内容は次のとおりである。 
  

建物及び構築物 45百万円

機械装置及び運搬具 3百万円

その他（工具器具備品） 0百万円

土地 297百万円

計 347百万円
  

建物及び構築物 6百万円

機械装置及び運搬具 4百万円

土地 2百万円

計 12百万円

※３．固定資産売却損の内容は次のとおりである。 ※３．固定資産売却損の内容は次のとおりである。 
  

建物及び構築物 53百万円

機械装置及び運搬具 3百万円

その他（工具器具備品） 2百万円

計 59百万円

建物及び構築物 2百万円

機械装置及び運搬具 3百万円

土地 34百万円

計 40百万円

※４．固定資産廃却損の内容は次のとおりである。 ※４．固定資産廃却損の内容は次のとおりである。 
  

建物及び構築物 3百万円

機械装置及び運搬具 29百万円

その他（工具器具備品） 6百万円

無形固定資産（ソフトウェア等） 5百万円

計 45百万円
  

建物及び構築物 3百万円

機械装置及び運搬具 19百万円

その他（工具器具備品） 11百万円

計 34百万円

※５．     ────────── ※５．固定資産評価損の内容は次のとおりである。 

  土地 76百万円

  なお、連結会社間の固定資産売買に伴って発生し

た未実現損失である。 

※６．     ────────── ※６．減損損失の内容は次のとおりである。 

   当社グループでは、減損会計の適用にあたり、当

社については基本的に事業別に資産のグルーピング

を行っているが、１つの事業所で複数の事業を営ん

でいる事業所の資産のうち特定の事業に関連付けら

れない資産については関連する各事業の共用資産と

して、本社、販売拠点及び社宅等については全社共

用資産として、他に賃貸している資産は賃貸資産と

して、現在未稼動で今後も事業の用に供する予定の

ないものについては遊休資産としてグルーピングし

ている。 

 子会社についても、製造拠点については原則とし

て事業別に資産のグルーピングを行っているが、販

売拠点及び販売会社については連結グループ全体の

共用資産としてグルーピングを行っている。 

 当連結会計年度末において、減損の要否を判定し 



  

（連結剰余金計算書関係） 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  た結果、次の資産について減損が生じていると判定

されたため、減損損失を計上した。 

  用途 場所 種類 減損損失の額 

全社共用資産 愛知県豊川市 建物、構築物 26百万円 

全社共用資産 愛知県額田郡 建物及び構築
物、その他（工
具・器具及び備
品） 

20百万円 

全社共用資産 神奈川県横浜市戸

塚区 

建物 9百万円 

      資産別の減損損失の内訳は、建物及び構築物56

百万円、その他（工具・器具及び備品）０百万円

である。 

    上記の資産は、いずれも翌連結会計年度に解体

することが決定している資産であり、回収可能価

額をゼロとして評価している。 

※７．     ────────── ※７．製品補償費は次のとおりである。 

  当社が販売した製品の補償のために対応した臨時

的に発生した費用である。 

※８．受注取消損失額の内容は次のとおりである。 ※８．     ────────── 

 連結子会社であるハインリッヒワグナーシントー

マシーネンファブリック社(ドイツ)において、製造

設備をリース会社経由で受注したものの、最終的に

リース会社、客先、同社との間で支払条件に関する

合意が得られず、同社がキャンセルしたことに伴

い、客先から機会損失に対する損害金を請求され、

543千ユーロ(76百万円)を受注取消損失額として計

上したものである。 

  

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．     ────────── 

  

  

※１．中国外国投資企業財務管理規定第37条に係る「従

業員奨励福利基金」の積立による利益剰余金の減少

額である。 

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目との関係 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目との関係 
  

現金及び預金勘定 11,537百万円

預入が３ヶ月を超える定期預金 △745百万円

有価証券勘定のうちＭＭＦ等 5,845百万円

現金及び現金同等物 16,637百万円

現金及び預金勘定 12,617百万円

預入が３ヶ月を超える定期預金 △622百万円

有価証券勘定のうちＭＭＦ等 4,947百万円

現金及び現金同等物 16,942百万円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） （借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 
  

  
機械装置及
び運搬具 

 
その他 

（工具器具
備品） 

 合計 

  (百万円) (百万円) (百万円)

取得価額相当額 9 820 829

減価償却累計額
相当額 

1 411 412

減損損失累計額
相当額 

－ － －

期末残高相当額 7 409 417

機械装置及
び運搬具 

その他 
（工具器具
備品） 

 合計 

(百万円) (百万円) (百万円)

取得価額相当額 12 724 736

減価償却累計額
相当額 

3 360 364

減損損失累計額
相当額 

－ － －

期末残高相当額 8 363 372

 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定している。 

同左 

② 未経過リース料期末残高相当額等 ② 未経過リース料期末残高相当額等 
  

  (百万円)

１年以内 162

１年超 254

合計 417

リース資産減損勘定の残高 －

  (百万円)

１年以内 148

１年超 224

合計 372

リース資産減損勘定の残高 －

なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固

定資産の期末残高等に占めるその割合が低いため、

支払利子込み法により算定している。 

同左 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失 
  

  (百万円)

支払リース料 200

リース資産減損勘定の取崩額 －

減価償却費相当額 200

減損損失 －

  (百万円)

支払リース料 173

リース資産減損勘定の取崩額 －

減価償却費相当額 173

減損損失 －

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっている。 

同左 



（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成17年３月31日現在） 

  

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

種類 
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

時価が連結貸借対照表計上額を
超えるもの 

(1)国債・地方債等 199 200 0 

(2)社債 － － － 

(3)その他 97 100 2 

小計 297 300 3 

時価が連結貸借対照表計上額を
超えないもの 

(1)国債・地方債等 － － － 

(2)社債 200 199 △0 

(3)その他 901 856 △45 

小計 1,101 1,055 △45 

合計 1,398 1,356 △42 



２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

４．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

(1)満期保有目的の債券 

  

種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの 

(1)株式 5,298 12,368 7,070 

(2)債券 

国債・地方債等 199 209 10 

社債 300 311 11 

その他 98 100 1 

(3)その他 385 414 29 

小計 6,282 13,405 7,122 

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの 

(1)株式 940 685 △255 

(2)債券 

国債・地方債等 － － － 

社債 300 297 △2 

その他 － － － 

(3)その他 901 833 △68 

小計 2,141 1,815 △326 

合計 8,424 15,221 6,796 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

91 12 － 

内容 連結貸借対照表計上額（百万円） 

① 非上場債券 101 

② 割引金融債 0 



(2)その他有価証券 

  

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

  

  

  次へ 

内容 連結貸借対照表計上額（百万円） 

① 非上場株式 487 

② マネー・マネジメント・ファンド 2,547 

③ 公社債投信 1,250 

④ 中期国債ファンド及びフリーファイナンシャルフ
ァンド 

1,422 

⑤ クローズド期間内の証券投資信託の受益証券 300 

⑥ コマーシャルペーパー 299 

⑦ 投資事業有限責任組合出資金 600 

⑧ その他 26 

種類 １年以内（百万円）
１年超５年以内
（百万円） 

５年超10年以内
（百万円） 

10年超（百万円） 

① 債券   

国債・地方債等 － 409 － － 

社債 － 809 － － 

その他 201 303 197 399 

② その他 － 723 338 － 

合計 201 2,245 535 399 



当連結会計年度（平成18年３月31日現在） 

  

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

種類 
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

時価が連結貸借対照表計上額を
超えるもの 

(1)国債・地方債等 － － － 

(2)社債 － － － 

(3)その他 100 100 0 

小計 100 100 0 

時価が連結貸借対照表計上額を
超えないもの 

(1)国債・地方債等 199 198 △1 

(2)社債 200 198 △1 

(3)その他 1,200 1,034 △165 

小計 1,599 1,430 △169 

合計 1,699 1,530 △169 



２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

４．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

(1)満期保有目的の債券 

  

種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの 

(1)株式 6,829 22,291 15,461 

(2)債券 

国債・地方債等 199 204 4 

社債 300 304 4 

その他 － － － 

(3)その他 308 425 117 

小計 7,638 23,227 15,588 

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの 

(1)株式 － － － 

(2)債券 

国債・地方債等 101 98 △2 

社債 249 245 △4 

その他 400 397 △2 

(3)その他 972 951 △21 

小計 1,723 1,693 △30 

合計 9,361 24,920 15,558 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

865 596 2 

内容 連結貸借対照表計上額（百万円） 

割引金融債 0 



(2)その他有価証券 

  

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

  

  

  次へ 

  

内容 連結貸借対照表計上額（百万円） 

① 非上場株式 484 

② マネー・マネジメント・ファンド 1,946 

③ 公社債投信 1,250 

④ フリーファイナンシャルファンド 1,422 

⑤ クローズド期間内の証券投資信託の受益証券 300 

⑥ 投資事業有限責任組合出資金 969 

⑦ その他 28 

種類 １年以内（百万円）
１年超５年以内
（百万円） 

５年超10年以内
（百万円） 

10年超（百万円） 

① 債券   

国債・地方債等 － 404 98 － 

社債 397 352 － － 

その他 100 499 200 797 

② その他 122 620 299 96 

合計 621 1,877 598 894 



（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．取引の状況に関する事項 

(1)取引の内容 

利用しているデリバティブ取引は、通貨関連では為替予約取引、金利関連では金利スワップ取引である。 

(2)取引に対する取組方針 

通常の取引の範囲内で将来の為替・金利の変動リスクを回避するためのデリバティブ取引は利用するが、投

機的な取引は行わない方針である。 

(3)取引の利用目的 

デリバティブ取引は、通貨関連では外貨建金銭債権債務の為替変動を回避する目的で、また金利関連では借

入金の将来の金利変動リスクを回避する目的で利用している。 

ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の要件を満たす為替予約が付されている外貨建金銭債権債務については振当処理を、特例処理の

要件を満たす金利スワップについては、特例処理を行っている。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…デリバティブ取引（為替予約取引及び金利スワップ取引） 

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務及び借入金利 

ヘッジ方針 

外貨建金銭債権債務の為替リスクについては、対象となる債権及び債務の範囲内とし、また借入金の金利リ

スクについても対象となる金利に係る借入金残高の範囲内としている。 

ヘッジの有効性評価の方法 

当社及び連結子会社の為替予約は、個別に為替予約を付す場合に限られており、当然にヘッジの有効性が確

保されるため、有効性評価（事後テスト）を省略している。 

金利スワップにおいては、特例処理の要件を満たす場合、有効性評価（事後テスト）を省略している。 

(4)取引に係るリスクの内容 

デリバティブ取引は通常の取引の範囲であり、変動リスクはほとんどないと認識している。 

なお、取引相手先は相当の格付を有する金融機関に限定しているため、信用リスクはほとんどないと認識し

ている。 

(5)取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引はその権限を定めた社内規定に基づき当社及び連結子会社の経理担当部門が決裁担当者の

承認を得て行っている。 

２．取引の時価等に関する事項 

利用しているデリバティブ取引はヘッジ会計が適用されているため、該当事項はない。 



  

  

  次へ 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．取引の状況に関する事項 

(1)取引の内容 

利用しているデリバティブ取引は、通貨関連では為替予約取引、金利関連では金利スワップ取引である。 

(2)取引に対する取組方針 

通常の取引の範囲内で将来の為替・金利の変動リスクを回避するためのデリバティブ取引は利用するが、投

機的な取引は行わない方針である。 

(3)取引の利用目的 

デリバティブ取引は、通貨関連では外貨建金銭債権債務の為替変動を回避する目的で、また金利関連では借

入金の将来の金利変動リスクを回避する目的で利用している。 

ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の要件を満たす為替予約が付されている外貨建金銭債権債務については振当処理を、特例処理の

要件を満たす金利スワップについては、特例処理を行っている。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…デリバティブ取引（為替予約取引及び金利スワップ取引） 

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務及び借入金利 

ヘッジ方針 

外貨建金銭債権債務の為替リスクについては、対象となる債権及び債務の範囲内とし、また借入金の金利リ

スクについても対象となる金利に係る借入金残高の範囲内としている。 

ヘッジの有効性評価の方法 

当社及び連結子会社の為替予約は、個別に為替予約を付す場合に限られており、当然にヘッジの有効性が確

保されるため、有効性評価（事後テスト）を省略している。 

金利スワップにおいては、特例処理の要件を満たす場合、有効性評価（事後テスト）を省略している。 

(4)取引に係るリスクの内容 

デリバティブ取引は通常の取引の範囲であり、変動リスクはほとんどないと認識している。 

なお、取引相手先は相当の格付を有する金融機関に限定しているため、信用リスクはほとんどないと認識し

ている。 

(5)取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引はその権限を定めた社内規定に基づき当社及び連結子会社の経理担当部門が決裁担当者の

承認を得て行っている。 

２．取引の時価等に関する事項 

利用しているデリバティブ取引はヘッジ会計が適用されているため、該当事項はない。 



（退職給付関係） 

  

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．採用している退職給付制度の概要 １．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社は、確定給付型の適格退職

年金制度及び退職一時金制度を設けている。 

 当社及び国内連結子会社は、確定給付型の適格退職

年金制度及び退職一時金制度を設けている。 

 また、従業員の退職に際し、退職給付会計に準拠し

た数理計算による退職給付債務の対象とされない退職

時加算金を支払う場合がある。 

 また、従業員の退職に際し、退職給付会計に準拠し

た数理計算による退職給付債務の対象とされない退職

時加算金を支払う場合がある。 

２．退職給付債務に関する事項 ２．退職給付債務に関する事項 
  
退職給付債務 △7,729百万円

年金資産残高 4,134百万円

未積立退職給付債務 △3,595百万円

未認識数理計算上の差異 1,412百万円

退職給付引当金 △2,182百万円

退職給付債務 △7,985百万円

年金資産残高 5,124百万円

未積立退職給付債務 △2,860百万円

未認識数理計算上の差異 769百万円

退職給付引当金 △2,091百万円

 （注） 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用している。 

 （注） 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用している。 

３．退職給付費用に関する事項 ３．退職給付費用に関する事項 
  
勤務費用 453百万円

利息費用 118百万円

期待運用収益 △66百万円

数理計算上の差異の費用処理額 147百万円

特別退職金 2百万円

退職給付費用合計 655百万円
  

勤務費用 473百万円

利息費用 125百万円

期待運用収益 △70百万円

数理計算上の差異の費用処理額 187百万円

退職給付費用合計 716百万円

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
  
退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 2.0％

期待運用収益率 2.0％

数理計算上の差異の処理年数 10年

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 2.0％

期待運用収益率 2.0％

数理計算上の差異の処理年数 10年



（税効果会計関係） 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
  
（流動） 

    
（固定） 

            

繰延税金資産 百万円

貸倒引当金 7   

たな卸資産 37   

賞与引当金 509   

未払事業税 76   

プラント保証引当金 77   

繰越欠損金 798   

その他 122   

繰延税金資産合計 1,629   

繰延税金負債     

その他有価証券評価差額金 △0   

繰延税金負債合計 △0   

繰延税金資産の純額 1,628   

繰延税金資産 百万円

貸倒引当金 111   

退職給付引当金 870   

役員退職金引当金 351   

投資有価証券 1,007   

その他の投資 108   

繰越欠損金 540   

その他 111   

繰延税金資産小計 3,101   

評価性引当額 △1,516   

繰延税金資産合計 1,584   

繰延税金負債    

固定資産圧縮積立金 △211   

特別償却積立金 △46   

その他有価証券評価差額金 △2,393   

その他 △17   

繰延税金負債合計 △2,668   

繰延税金負債の純額 △1,084   

      
 （注）繰延税金負債の純額は、貸借対照表の以下の項

目に含まれている。 

  

繰延税金資産 百万円

貸倒引当金 58   

たな卸資産 107   

賞与引当金 643   

未払事業税 127   

未払費用 185   

プラント保証引当金 62   

受注損失引当金 50   

建物等撤去費用引当金 26   

退職給付引当金 854   

役員退職金引当金 194   

未払役員退職金 189   

環境安全対策引当金 141   

投資有価証券 987   

固定資産 142   

その他の投資 105   

繰越欠損金 319   

その他 49   

繰延税金資産小計 4,247   

評価性引当額 △1,211   

繰延税金資産合計 3,035   

繰延税金負債    

固定資産圧縮積立金 △201   

特別償却積立金 △29   

その他有価証券評価差額金 △5,664   

その他 △40   

繰延税金負債合計 △5,935   

繰延税金負債の純額 △2,899   

  百万円

 流動資産－繰延税金資産 1,403   

固定資産－繰延税金資産 422   

固定負債－繰延税金負債 △4,725   

 なお、当連結会計年度から繰延税金資産及び繰延税

金負債の勘定残高ごとに記載する方法から、流動区分

と固定区分の二区分にした記載方法に変更している。 

 なお、当連結会計年度から流動区分と固定区分の二

区分に記載する方法から、繰延税金資産及び繰延税金

負債の勘定残高ごとにした記載方法に変更している。 



  

  

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
  
法定実効税率 39.9％ 

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない
項目 

1.7   

受取配当金等永久に益金に算入され
ない項目 

△0.5   

税率の低い海外子会社の一時差異等 1.9   

繰延税金資産を計上していない子会
社の一時差異等 

△2.4   

税効果の対象としなかった一時差異
（スケジューリング不能差異） 

△23.6   

連結調整勘定償却額 △0.1   

持分法による投資利益 △1.1   

住民税均等割等 0.2   

その他 0.3   

税効果会計適用後の法人税等の負担
率 

16.3   

  

法定実効税率 39.9％ 

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない
項目 

2.3   

受取配当金等永久に益金に算入され
ない項目 

△0.4   

税率の低い海外子会社の一時差異等 0.6   

評価性引当額の減少 △6.8   

連結調整勘定償却額 0.1   

持分法による投資利益 △1.3   

住民税均等割等 △0.2   

その他 △0.3   

税効果会計適用後の法人税等の負担
率 

33.9   



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（平成16年４月１日～平成17年３月31日） 

（注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称 

当連結グループ製品は、各分野にわたって販売されており、事業区分は下記のとおり区分した。 

２．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、692百万円であり、その主なものは、親会社の

基礎的研究費及び本社管理部門に係る費用である。 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、22,319百万円であり、その主なものは、親会社での余資

運用資金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び本社管理部門に係る資産等である。 

４．減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用とその償却費が含まれている。 

    ５．事業区分の変更 

 従来、部分品・投射材・研磨材を「部分品・消耗材」としていたが、当連結会計年度から、部分品については、「鋳造

分野」、「表面処理分野」、「環境関連分野」のそれぞれの関連事業分野に含めるとともに、消耗材を「投射材・研磨

材」として表示することとした。 

この変更は、投射材・研磨材事業の伸長を図るとともに、これまで機械本体とは別に損益管理を行ってきた部分品につ

いて、当連結会計年度から製品の種類、市場等の類似性を勘案した関連分野の機械本体と一体のものとして捉えて事業を

推進し、損益管理の責任と権限をより明確にするため、事業管理体制の見直しを行ったことによるものである。 

この結果、従来の方法に比べて当連結会計年度の売上高は、「鋳造分野」が4,682百万円（うち、外部顧客に対する売上

高も同額）、「表面処理分野」が1,856百万円（うち、外部顧客に対する売上高は1,892百万円）、「環境関連分野」が

1,531百万円（うち、外部顧客に対する売上高も同額）、「物流分野」が63百万円（うち、外部顧客に対する売上高も同

額）、「メカトロ関連分野」が16百万円（うち、外部顧客に対する売上高も同額）それぞれ増加し、「投射材・研磨材」

が前連結会計年度の「部分品・消耗材」に比べ8,189百万円（うち、外部顧客に対する売上高も同額）減少し、「その他」

が2百万円（うち、外部顧客に対する売上高は2百万円）増加している。営業費用は、「鋳造分野」が3,712百万円、「表面

処理分野」が1,097百万円、「環境関連分野」が1,170百万円、「物流分野」が54百万円、「メカトロ関連分野」が16百万

円それぞれ増加し、「投射材・研磨材」が前連結会計年度の「部分品・消耗材」に比べ6,089百万円減少し、「その他」が

  
鋳造分野 
（百万円） 

表面処理分野
（百万円） 

環境関連分野
（百万円） 

物流分野 
（百万円）

メカトロ
関連分野 
（百万円） 

投射材・
研磨材 
（百万円） 

その他 
（百万円）

計（百万円） 
消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業損益           

売上高           

(1)外部顧客に対する売上高 24,464 15,262 8,891 6,083 6,791 13,701 3,075 78,268 － 78,268 

(2)セグメント間の内部売上高又
は振替高 

－ 643 － － － － 1,423 2,066 (2,066) － 

計 24,464 15,905 8,891 6,083 6,791 13,701 4,498 80,335 (2,066) 78,268 

営業費用 23,787 14,096 8,706 5,980 6,316 12,432 4,339 75,660 (1,575) 74,084 

営業利益 676 1,809 184 102 474 1,268 158 4,675 (490) 4,184 

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支
出 

          

資産 20,146 16,721 7,505 3,752 5,223 13,348 2,759 69,458 22,319 91,777 

減価償却費 414 287 134 46 77 337 113 1,411 5 1,417 

資本的支出 208 197 48 69 84 305 123 1,036 1 1,037 

事業区分 主要製品名

鋳造分野 鋳型造型装置、Ｖプロセス装置、鋳物砂処理装置、鋳造用ショットブラストマシン、鋳造分野

部分品 等 

表面処理分野 ショットブラストマシン、エアーブラストマシン、プラスチックディフラッシャー、ピーニン

グショットブラストマシン、バレル研磨機、表面処理分野部分品 等 

環境関連分野 集塵装置、粉粒体処理装置、脱臭装置、消音装置、廃水処理装置、排ガス処理装置、溶融・飛

灰処理システム、環境関連分野部分品 等 

物流分野 昇降装置、グラビティコンベア、搬送システム 等 

メカトロ関連分野 液晶パネル製造装置、同自動ライン（供給・搬送装置含む）、ハンドリングロボット、サーボ

シリンダー、検査・計測装置、電子部品組立装置、コントローラー、メカトロ関連分野部分品

等 

投射材・研磨材 投射材・研磨材・耐摩耗材 等 

その他 ブラスト工事、成形装置、型、設計、コージェネシステム受託販売 等 



1百万円増加している。資産は、「鋳造分野」が4,125百万円、「表面処理分野」が1,898百万円、「環境関連分野」が

1,264百万円、「物流分野」が30百万円、「メカトロ関連分野」が9百万円それぞれ増加し、「投射材・研磨材」が前連結

会計年度の「部分品・消耗材」に比べ7,329百万円減少し、「その他」が1百万円増加している。減価償却費は、「鋳造分

野」が69百万円、「表面処理分野」が29百万円、「環境関連分野」が22百万円、「物流分野」が0百万円、「メカトロ関連

分野」が0百万円それぞれ増加し、「投射材・研磨材」が前連結会計年度の「部分品・消耗材」に比べ122百万円減少し、

「その他」が0百万円増加している。資本的支出は、「鋳造分野」が26百万円、「表面処理分野」が12百万円、「環境関連

分野」が6百万円、「物流分野」が0百万円、「メカトロ関連分野」が0百万円それぞれ増加し、「投射材・研磨材」が前連

結会計年度の「部分品・消耗材」に比べ46百万円減少し、「その他」が0百万円増加している。 

なお、前連結会計年度のセグメント情報を、当連結会計年度において用いた事業区分の方法により区分すると次のとお

りである。 

  

前連結会計年度（平成15年４月１日～平成16年３月31日） 

  

  
鋳造分野 
 (百万円） 

表面処理分
野(百万円) 

環境関連分
野(百万円) 

物流分野 
(百万円) 

メカトロ関
連分野 
(百万円) 

投射材・研
磨材 
(百万円) 

その他 
 (百万円) 

計(百万円) 
消去又は全
社(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ．売上高及び営業損益           

売上高           

(1)外部顧客に対する売上高 19,200 13,145 8,142 6,157 5,861 9,634 2,297 64,440 － 64,440 

(2)セグメント間の内部売上高又
は振替高 

－ － － 16 － － 1,460 1,476 (1,476) － 

計 19,200 13,145 8,142 6,173 5,861 9,634 3,758 65,917 (1,476) 64,440 

営業費用 18,866 12,080 7,871 6,004 5,808 8,832 3,531 62,994 (857) 62,136 

営業利益 334 1,065 271 168 53 802 227 2,922 (619) 2,303 

Ⅱ．資産、減価償却費、減損損失及
び資本的支出 

          

資産 16,327 14,286 7,135 4,138 4,981 10,517 1,910 59,296 22,840 82,137 

減価償却費 365 262 125 59 77 232 85 1,208 5 1,214 

減損損失 － － － － － － － － 190 190 

資本的支出 320 191 127 61 60 236 99 1,097 4 1,101 



当連結会計年度（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称 

当連結グループ製品は、各分野にわたって販売されており、事業区分は下記のとおり区分した。 

２．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、856百万円であり、その主なものは、親会社の

基礎的研究費及び本社管理部門に係る費用である。 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、29,795百万円であり、その主なものは、親会社での余資

運用資金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び本社管理部門に係る資産等である。 

４．減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用とその償却費が含まれている。 

５．減損損失を計上した結果、資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額が56百万円減少している。 

  

  

  
鋳造分野 
（百万円） 

表面処理分野
（百万円） 

環境関連分野
（百万円） 

物流分野 
（百万円）

メカトロ
関連分野 
（百万円） 

投射材・
研磨材 
（百万円）

その他 
（百万円）

計（百万円） 
消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益           

売上高           

(1)外部顧客に対する売上高 27,525 16,835 8,912 6,965 7,131 16,916 4,369 88,656 － 88,656 

(2)セグメント間の内部売上高又
は振替高 

－ 201 698 7 － － 1,251 2,158 (2,158) － 

計 27,525 17,037 9,610 6,973 7,131 16,916 5,620 90,815 (2,158) 88,656 

営業費用 25,704 14,913 8,468 6,925 6,224 15,334 5,576 83,149 (1,466) 81,682 

営業利益 1,821 2,123 1,141 48 906 1,581 43 7,666 (692) 6,974 

Ⅱ．資産、減価償却費、減損損失及
び資本的支出 

          

資産 22,717 17,412 7,395 5,122 5,990 16,190 4,103 78,932 29,795 108,728 

減価償却費 403 267 120 62 76 388 152 1,470 6 1,476 

減損損失 － － － － － － － － 56 56 

資本的支出 702 567 315  92 147 743 277 2,846 82 2,929 

事業区分 主要製品名

鋳造分野 鋳型造型装置、Ｖプロセス装置、鋳物砂処理装置、鋳造用ショットブラストマシン、鋳造分野

部分品 等 

表面処理分野 ショットブラストマシン、エアーブラストマシン、プラスチックディフラッシャー、ピーニン

グショットブラストマシン、バレル研磨機、表面処理分野部分品 等 

環境関連分野 集塵装置、粉粒体処理装置、脱臭装置、消音装置、廃水処理装置、排ガス処理装置、溶融・飛

灰処理システム、環境関連分野部分品 等 

物流分野 昇降装置、グラビティコンベア、搬送システム 等 

メカトロ関連分野 液晶パネル製造装置、同自動ライン（供給・搬送装置含む）、ハンドリングロボット、サーボ

シリンダー、検査・計測装置、電子部品組立装置、コントローラー、メカトロ関連分野部分品

等 

投射材・研磨材 投射材、研磨材、耐摩耗材 等 

その他 ブラスト工事、成形装置、型、設計、セラミックス部品、コージェネシステム受託販売 等 



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（平成16年４月１日～平成17年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北アメリカ…………アメリカ 

(2) ヨーロッパ…………ドイツ 

(3) アジア………………中国、台湾 

(4) 南アメリカ…………ブラジル 

なお、当連結会計年度より、ブラジルの子会社を新規に連結子会社としたため、南アメリカを区分表示している。 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、692百万円であり、その主なものは、親会社の

基礎的研究費及び本社管理部門に係る費用である。 

４．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、22,319百万円であり、その主なものは、親会社での余資運

用資金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び本社管理部門に係る資産等である。 

  

  
日本 

（百万円） 
北アメリカ 
（百万円） 

ヨーロッパ
（百万円）

アジア
（百万円）

南アメリカ
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円）

Ⅰ．売上高及び
営業損益 

   

売上高    

(1)外部顧客に
対する売上
高 

63,620 4,007 5,593 2,957 2,090 78,268 － 78,268

(2)セグメント
間の内部売
上高又は振
替高 

790 104 52 284 5 1,237 (1,237) －

計 64,410 4,111 5,646 3,241 2,095 79,505 (1,237) 78,268

営業費用 59,883 4,307 5,542 3,036 1,857 74,628 (544) 74,084

営業利益 
（△は営業損失） 

4,526 △196 104 205 238 4,877 (692) 4,184

Ⅱ．資産 58,955 1,953 4,159 3,510 1,183 69,762 22,015 91,777



当連結会計年度（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北アメリカ…………アメリカ 

(2) ヨーロッパ…………ドイツ 

(3) アジア………………中国、台湾 

(4) 南アメリカ…………ブラジル 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、856百万円であり、その主なものは、親会社の

基礎的研究費及び本社管理部門に係る費用である。 

４．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、29,795百万円であり、その主なものは、親会社での余資運

用資金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び本社管理部門に係る資産等である。 

５．減損損失を計上した結果、資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額が56百万円減少している。 

  

  
日本 

（百万円） 
北アメリカ 
（百万円） 

ヨーロッパ
（百万円）

アジア
（百万円）

南アメリカ
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円）

Ⅰ．売上高及び
営業損益 

   

売上高    

(1)外部顧客に
対する売上
高 

70,787 3,976 6,859 4,014 3,018 88,656 - 88,656

(2)セグメント
間の内部売
上高又は振
替高 

1,001 7 43 342 12 1,406 (1,406) -

計 71,789 3,983 6,903 4,356 3,031 90,063 (1,406) 88,656

営業費用 64,527 4,005 6,812 4,041 2,845 82,232 (549) 81,682

営業利益 
（△は営業損失） 

7,261 △21 90 314 185 7,830 (856) 6,974

Ⅱ．資産 65,970 2,478 5,237 3,981 1,600 79,268 29,459 108,728



【海外売上高】 

前連結会計年度（平成16年４月１日～平成17年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1)北アメリカ…………アメリカ・メキシコ 

(2)ヨーロッパ…………ロシア・ドイツ 

(3)アジア………………中国・台湾 

(4)その他の地域………ブラジル・ベネズエラ 

３．海外売上高は、親会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

当連結会計年度（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1)北アメリカ…………アメリカ・メキシコ 

(2)ヨーロッパ…………ドイツ・ロシア 

(3)アジア………………中国・台湾 

(4)その他の地域………ブラジル・南アフリカ 

３．海外売上高は、親会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

  

  

  北アメリカ ヨーロッパ アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 6,399 5,626 10,858 1,971 24,855

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － － 78,268

Ⅲ 連結売上高に占める海
外売上高の割合（％） 

8.2 7.2 13.9 2.5 31.8

  北アメリカ ヨーロッパ アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 4,977 6,001 14,699 3,133 28,811

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － － 88,656

Ⅲ 連結売上高に占める海
外売上高の割合（％） 

5.6 6.8 16.6 3.5 32.5



【関連当事者との取引】 

 前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

    役員及び個人主要株主等 

 （注）１．上記の取引は、いわゆる第三者のための取引である。 

２．取引金額には消費税等は含めていない。 

  

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

    該当事項はない。 

属性 氏名 住所 
資本金 
（百万円）

事業の内容又は 
職業 

議決権等の
被所有割合

関係内容

取引の内容
取引金額
（百万円） 

科目 
期末残高
（百万円）

役員
の兼
務等 

事業
上の
関係 

役員 永井 淳 － － 

当社代表 
取締役副社長 

  
(財)永井科学
技術財団理事

長 

直接
0.6％ 

－ －

(財)永井
科学技術
財団への
寄付金 

70 － －



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

（重要な後発事象） 
  

該当事項なし 

  

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  

  

１株当たり純資産額 926円21銭

１株当たり当期純利益 65円70銭

潜在株式調整後１株当たり当期純
利益 

65円64銭

  
  

１株当たり純資産額 1,105円54銭

１株当たり当期純利益 74円83銭

潜在株式調整後１株当たり当期純
利益 

74円83銭

  
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり当期純利益   

当期純利益（百万円） 3,634 4,154 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 28 44 

（うち利益処分による役員賞与） （  28） （  44） 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 3,606 4,109 

期中平均株式数（株） 54,895,594 54,917,202 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

当期純利益調整額（百万円） ― ― 

普通株式増加数（株） 48,697 173 

（うち自己株式譲渡方式によるストック

オプション） 

（  48,697） （    173） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

―――――――― 

  

  

  

  

  ―――――――― 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１．（ ）内書は、１年以内の償還予定額である。 

２．連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額。 

  

  

【借入金等明細表】 

 （注）１．「平均利率」については、借入金等の当期末残高に対する加重平均利率を記載している。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総額。 

  

(2）【その他】 

該当事項なし 

  

  

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

利率（％） 担保 償還期限 

新東工業株式
会社 

第２回物上担保附社債 平成13年３月27日 2,000 － 1.75
豊川製作所 
工場財団 
第一順位 

平成18年３月27日

    （2,000）

第３回無担保社債 平成14年２月25日 
1,000 1,000

0.69 無担保 平成18年８月25日
（1,000）

第４回無担保社債 平成14年３月11日 
1,000 1,000

0.71 無担保 平成19年３月９日
（1,000）

第５回無担保社債 平成15年５月26日 900 900 0.49 無担保 平成20年５月26日

第６回無担保社債 平成15年５月26日 600 600 0.38 無担保 平成20年５月26日

合計 － － 5,500 3,500 － － － 
（2,000） （2,000）

１年以内（百万円） 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内
（百万円） 

３年超４年以内
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

2,000 － 1,500 － － 

区分 
前期末残高
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 3,908 4,113 3.20 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 315 125 1.48 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 675 749 1.99 
平成19年4月から
平成22年6月 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 4,899 4,987 － － 

区分 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内
（百万円） 

３年超４年以内
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 620 73 44 10 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金   3,142 1,654 

２．受取手形 ※1  5,343 5,618 

３．売掛金 ※1  9,082 10,390 

４．有価証券   4,350 3,871 

５．製品   29 29 

６．原材料   87 138 

７．仕掛品   2,291 2,544 

８．貯蔵品   211 216 

９．前渡金   42 165 

10．繰延税金資産   970 680 

11．従業員に対する短期債
権 

  55 58 

12．短期貸付金   6 6 

13．関係会社短期貸付金   348 311 

14．その他の流動資産   492 403 

貸倒引当金   △39 △44 

流動資産合計   26,416 43.5 26,045 36.6

Ⅱ 固定資産    

(1）有形固定資産    

１．建物 ※2 5,461 5,542  

減価償却累計額  3,969 1,491 4,060 1,481 

２．構築物  762 777  

減価償却累計額  651 110 647 130 

３．機械及び装置 ※2 5,977 6,139  

減価償却累計額  4,999 978 4,984 1,154 

４．車両及び運搬具  135 118  

減価償却累計額  122 13 107 10 

     



   
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

５．工具・器具及び備品  1,069 980  

減価償却累計額  931 138 844 136 

６．土地 ※2  2,341 2,340 

７．建設仮勘定   － 796 

有形固定資産合計   5,073 8.4 6,050 8.5

(2）無形固定資産    

１．電話加入権   14 14 

２．営業権   28 14 

３．ソフトウェア   652 487 

４．その他の無形固定資
産 

  3 3 

無形固定資産合計   698 1.1 519 0.7

(3）投資その他の資産    

１．投資有価証券   15,797 24,890 

２．関係会社株式   11,463 11,626 

３．出資金   2 2 

４．従業員に対する長期
貸付金 

  17 17 

５．関係会社長期貸付金   223 104 

６．長期前払費用   0 － 

７．長期性預金   － 1,200 

８．破産債権、再生債
権、更生債権その他
これらに準ずる債権 

  96 96 

９．その他の投資   1,440 816 

貸倒引当金   △227 △148 

投資損失引当金   △261 △48 

投資その他の資産合計   28,552 47.0 38,557 54.2

固定資産合計   34,325 56.5 45,127 63.4

資産合計   60,741 100.0 71,172 100.0

     



   
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．支払手形 ※1.3  3,470 4,000 

２．買掛金 ※1  4,012 4,344 

３．短期借入金   1,860 1,860 

４．１年以内返済の長期借
入金 

  40 － 

５．１年以内償還予定社債 ※2  2,000 2,000 

６．未払金   17 597 

７．未払費用   625 872 

８．未払法人税等   79 205 

９．未払消費税等   24 32 

10．前受金   685 1,138 

11．預り金   33 23 

12．賞与引当金   612 802 

13．プラント保証引当金   194 156 

14．受注損失引当金   12 126 

15. 建物等撤去費用引当金   － 65 

流動負債合計   13,668 22.5 16,226 22.8

Ⅱ 固定負債    

１．社債   3,500 1,500 

２．未払役員退職金   － 475 

３．長期未払金   0 － 

４．預り保証金   76 76 

５．繰延税金負債   1,529 4,684 

６．退職給付引当金   1,209 1,098 

７．役員退職金引当金   401 － 

８．環境安全対策引当金   － 72 

固定負債合計   6,716 11.1 7,907 11.1

負債合計   20,385 33.6 24,133 33.9



  

  

   
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※4  5,752 9.5 5,752 8.1

Ⅱ 資本剰余金    

(1)資本準備金  6,195 6,195  

(2)その他資本剰余金    

 １.自己株式処分差益  2 2  

資本剰余金合計   6,197 10.2 6,197 8.7

Ⅲ 利益剰余金    

(1)利益準備金  1,438 1,438  

(2)任意積立金    

１．固定資産圧縮積立金  302 292  

２．特別償却積立金  44 35  

３．株式消却積立金  1,600 1,600  

４．別途積立金  20,507 20,507  

(3）当期未処分利益  791 2,507  

利益剰余金合計   24,683 40.6 26,380 37.1

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  4,122 6.8 9,521 13.4

Ⅴ 自己株式 ※5  △399 △0.7 △813 △1.2

資本合計   40,356 66.4 47,038 66.1

負債・資本合計   60,741 100.0 71,172 100.0

     



②【損益計算書】 

   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高 ※1  32,054 100.0 36,663 100.0

Ⅱ 売上原価    

１．製品期首たな卸高  22 29  

２．当期製品製造原価 ※2.4 25,006 27,630  

計  25,028 27,659  

３．製品期末たな卸高  29 24,999 78.0 29 27,629 75.4

売上総利益   7,055 22.0 9,033 24.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１．販売費 ※3 3,678 3,801  

２．一般管理費 ※3.4 2,975 6,653 20.7 3,222 7,023 19.1

営業利益   401 1.3 2,009 5.5

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息及び割引料  17 21  

２．有価証券利息  32 49  

３．受取配当金 ※5 566 991  

４．受取賃貸料 ※5 156 139  

５．雑収入  183 955 3.0 143 1,344 3.7

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  15 15  

２．社債利息  55 55  

３．寄付金  79 －  

４．投資事業組合運用損  25 43  

５．雑支出  53 229 0.8 88 201 0.6

経常利益   1,128 3.5 3,152 8.6



  

   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅵ 特別利益    

１．固定資産売却益 ※6 286 1  

２．投資有価証券売却益  11 531  

３．貸倒引当金戻入額  － 28  

４．投資損失引当金取崩益  － 212  

５．会員権売却益  － 297 0.9 0 774 2.1

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産売却損 ※7 54 1  

２．固定資産廃却損 ※8 21 26  

３．減損損失 ※9 － 56  

４．投資有価証券売却損  － 2  

５．投資有価証券評価損  － 0  

６．貸倒引当金繰入額  41 －  

７．関係会社株式評価損  1,119 －  

８．環境安全対策費  － 22  

９．環境安全対策引当金繰
入額 

 － 72  

10．建物等撤去費用引当金
繰入額 

 － 65  

11．製品補償費 ※10 48 744  

12．会員権売却損  2 1,287 4.0 － 990 2.7

税引前当期純利益   138 0.4 2,937 8.0

法人税、住民税及び事
業税 

 46 366  

法人税等調整額  △543 △497 △1.6 406 772 2.1

当期純利益   635 2.0 2,164 5.9

前期繰越利益   348 590 

中間配当額   192 247 

当期未処分利益   791 2,507 

     



製造原価明細書 

 （注） 

  

  

   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  11,884 45.6 13,076 45.1 

Ⅱ 労務費  3,900 14.9 4,308 14.8 

Ⅲ 経費 ※2 10,296 39.5 11,636 40.1 

当期総製造費用  26,082 100.0 29,020 100.0 

期首仕掛品たな卸高  1,728 2,291 

合計  27,810 31,311 

期末仕掛品たな卸高  2,291 2,544 

他勘定振替高 ※3 512 1,137 

当期製品製造原価  25,006 27,630 

    

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．原価計算の方法は、次のとおりである。 １．原価計算の方法は、次のとおりである。 
  

豊川製作所 鋳機工場（機
械、組立） 

個別原価計算

〃 第二工場（ポー
セラックス） 

〃 

〃 新城製作所 〃 

〃 鋳造工場 総合原価計算

新東ブラステック
カンパニー 

製缶工場 〃 

新東エコテックカ
ンパニー 

幸田工場 個別原価計算

豊川製作所 鋳機工場（機
械、組立） 

個別原価計算

〃 第二工場（ポー
セラックス） 

〃 

〃 新城製作所 〃 

〃 鋳造工場 総合原価計算

新東ブラステック
カンパニー 

製缶工場 〃 

新東エコテックカ
ンパニー 

幸田工場 個別原価計算

※２．経費の主なものは次のとおりである。 ※２．経費の主なものは次のとおりである。 
  

外注加工費 8,717百万円

減価償却費 236百万円

外注加工費 9,965百万円

減価償却費 210百万円

※３．他勘定振替高の内訳は次のとおりである。 ※３．他勘定振替高の内訳は次のとおりである。 
  

たな卸資産への振替高 
（貯蔵品、自家製部品等） 

279百万円

その他 
（固定資産、経費勘定等へ
の振替） 

233百万円

計 512百万円

たな卸資産への振替高 
（貯蔵品、自家製部品等） 

307百万円

その他 
（固定資産、経費勘定等へ
の振替） 

829百万円

計 1,137百万円



③【利益処分計算書】 

  

  

  次へ 

   
前事業年度

（株主総会承認日 
平成17年６月28日） 

当事業年度 
（株主総会承認日 
平成18年６月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益  791 2,507 

Ⅱ 任意積立金取崩額  

１．固定資産圧縮積立金取
崩額 

 9 8

２．特別償却積立金取崩額  8 18 8 17 

合計  809 2,524 

Ⅲ 利益処分額  

１．配当金  192 301

２．取締役賞与金  22 33

３．監査役賞与金  5 7

４．別途積立金  － 219 1,493 1,834 

Ⅳ 次期繰越利益  590 690 



重要な会計方針 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 １．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）満期保有目的の債券 (1）満期保有目的の債券 

 償却原価法によっている。 同左 

(2）子会社株式及び関連会社株式 (2）子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法によっている。 同左 

(3）その他有価証券 (3）その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法によってい

る。（評価差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は主として移動平均法により算定してい

る。） 

同左 

時価のないもの 時価のないもの 

 移動平均法による原価法によっている。 同左 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 ２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 製品・仕掛品は個別法による原価法、原材料・貯蔵

品は総平均法による原価法により評価している。 

同左 

３．固定資産の減価償却の方法 ３．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 定率法を採用している。 

 但し、平成10年４月１日以降取得した建物（建物

付属設備を除く）については、平成11年３月期より

定率法に変えて定額法を採用している。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりである。 

同左 

建物        15年～50年 

構築物       ７年～40年 

機械及び装置    ５年～12年 

車両及び運搬具   ４年～６年 

工具・器具及び備品 ２年～15年 

  

(2）無形固定資産及び長期前払費用 (2）無形固定資産及び長期前払費用 

 定額法を採用している。 同左 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 ４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損益として処理してい

る。 

同左 

５．引当金の計上基準 ５．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

 売掛金・貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については、貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権及び破産更生債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

いる。 

同左 

(2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払いに充てるため、支給見込額

を計上している。 

同左 



  

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(3）プラント保証引当金 (3）プラント保証引当金 

 プラント及び大型受注機械等の検収引渡後の一定

期間中の性能を保証するため、過去２年間の売上高

に対するクレーム費用発生高の割合を基礎に当期の

売上高に対して計上している。 

同左 

(4) 受注損失引当金  (4) 受注損失引当金 

  受注契約に係る将来の損失に備えるため、当期末

における受注契約に係る損失見込額を計上してい

る。 

同左 

────── (5) 建物等撤去費用引当金 

  建物等の撤去が決定し、その処理費用の支出に備

えるため、当期末における撤去費用の見込額を計上

している。 

(5) 退職給付引当金 (6) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当期末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期

末において発生していると認められる額を計上して

いる。 

 なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期か

ら費用処理することとしている。 

同左 

(6）役員退職金引当金 (7）役員退職金引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職

金支給内規に基づき、当期末要支給額を計上してい

る。 

────── 

  

（追加情報） 

    従来、役員の退職慰労金の支出に備えるため、役

員退職金支給内規に基づく期末要支給額を役員退職

金引当金に計上していたが、平成17年６月28日開催

の定時株主総会終結の時をもって役員退職慰労金制

度を廃止し、在任役員については、定時株主総会終

結時の要支給額を退任時に支給することを決議して

いる。これに伴い、役員退職金要支給額475百万円

については固定負債の「未払役員退職金」に計上し

ている。 

(7）投資損失引当金 (8）投資損失引当金 

 子会社等への投資に係る損失に備えるため、子会

社等の財政状態が悪化した場合、その低下に相当す

る額を計上している。 

同左 

────── (9) 環境安全対策引当金 

  保管するＰＣＢ廃棄物及びアスベスト対策等の支

出に備えるため、当期末においてその金額を合理的

に見積ることができる額を計上している。 



  

表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

６．リース取引の処理方法 ６．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

いる。 

同左 

７．ヘッジ会計の方法 ７．ヘッジ会計の方法 

イ ヘッジ会計の方法 イ ヘッジ会計の方法 

 ヘッジ会計の要件を満たす為替予約が付されてい

る外貨建金銭債権債務については振当処理を、特例

処理の要件を満たす金利スワップについては、特例

処理を行っている。 

同左 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…デリバティブ取引（為替予約取引及

び金利スワップ取引） 

ヘッジ手段…   同左 

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務及び借入金利 ヘッジ対象…   同左 

ハ ヘッジ方針 ハ ヘッジ方針 

 外貨建金銭債権債務の為替リスクについては、対

象となる債権及び債務の範囲内とし、また借入金の

金利リスクについても対象となる金利に係る借入金

残高の範囲内としている。 

同左 

ニ ヘッジの有効性評価の方法 ニ ヘッジの有効性評価の方法 

 当社の為替予約は、個別に為替予約を付す場合に

限られており、当然にヘッジの有効性が確保される

ため、有効性評価（事後テスト）を省略している。

金利スワップにおいては、特例処理の要件を満たす

場合、有効性評価（事後テスト）を省略している。 

同左 

８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の処理方法について 消費税等の処理方法について 

 税抜方式を採用している。 同左 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（貸借対照表） （貸借対照表） 

投資事業有限責任組合出資金の表示方法 長期性預金の区分掲記 

従来、投資その他の資産の「その他の投資」に含

めて表示していた「投資事業有限責任組合出資金」

は、「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成

16年６月９日法律第97号）の施行に伴い有価証券と

みなすこととされたため、当期において投資その他

の資産の「投資有価証券」に含めて表示している。 

  なお、当該金額は、前期310百万円、当期433百万円

である。 

   従来、投資その他の資産の「その他の投資」に含

めて表示していた「長期性預金」は、当期におい

て、資産の総額の100分の１を超えることとなった

ため、区分掲記することとした。 

   なお、前期における「長期性預金」は600百万円

である。 



  

追加情報 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（損益計算書） （損益計算書） 

寄付金の区分掲記 寄付金の一括掲記 

  従来、営業外費用の「雑支出」に含めて表示してい

た「寄付金」は、営業外費用の100分の10を超えるこ

ととなったため、区分掲記することとした。 

  なお、前期における「寄付金」は8百万円である。 

前期に区分掲記していた営業外費用の「寄付金」

は、営業外費用の100分の10以下となったため、営業

外費用の「雑支出」に含めて一括掲記することとし

た。 

  なお、当期における「寄付金」は17百万円である。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書の

表示方法） 

────── 

実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準

課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会 平成16年２月13日）が

公表されたことに伴い、当期から同実務対応報告に基

づき、法人事業税の付加価値割及び資本割52百万円を

販売費及び一般管理費として処理している。 

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度
（平成18年３月31日） 

※１．関係会社に対する資産及び負債 ※１．関係会社に対する資産及び負債 

 関係会社に対する資産及び負債には区分掲記した

もののほか、次のものがある。 

 関係会社に対する資産及び負債には区分掲記した

もののほか、次のものがある。 
  

流動資産 
受取手形（百万円） 1,573

売掛金（百万円） 2,005

流動負債 
支払手形（百万円） 528

買掛金（百万円） 1,152

流動資産
受取手形（百万円） 1,927 

売掛金（百万円） 3,310 

流動負債
支払手形（百万円） 458 

買掛金（百万円） 1,072 

※２．担保資産 ※２．     ────── 

 このうち次のとおり工場財団を設定し、1年以内

償還予定社債（第２回物上担保附社債）2,000百万

円の担保に供している。 

  

  

  
建物 
(百万円) 

機械及び装
置(百万円) 

土地 
(百万円) 

計 
(百万円)

豊川製作所 565 144 40 750

※３．設備手形 ※３．設備手形 

 このうち3百万円は設備関係の手形である。  このうち266百万円は設備関係の手形である。 

※４．会社が発行する株式及び発行済株式の総数 ※４．会社が発行する株式及び発行済株式の総数 

会社が発行する株式の総数 会社が発行する株式の総数 
  

  普通株式 230,476,000株   普通株式 230,476,000株

 定款の定めにより株式の消却が行われた場合に

は、会社が発行する株式について、これに相当する

株式数を減ずることとなっている。 

 定款の定めにより株式の消却が行われた場合に

は、会社が発行する株式について、これに相当する

株式数を減ずることとなっている。 
  

発行済株式総数 普通株式 56,554,009株 発行済株式総数 普通株式 56,554,009株

※５．自己株式 ※５．自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

1,543,815株である。 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

1,806,823株である。 
  

  
６．受取手形裏書譲渡高 68百万円 ６．受取手形裏書譲渡高 94百万円

輸出手形割引高 106百万円



  

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度
（平成18年３月31日） 

７．関係会社における金融機関からの借入金等に対し

て、次のとおり保証を行っている。 

７．関係会社における金融機関からの借入金等に対し

て、次のとおり保証を行っている。 
  

  

ハインリッヒワグナーシントー
マシーネンファブリック社 

1,376百万円 

（外貨建 9,808千ユーロ)

シントーアメリカ社 791百万円 

（外貨建 7,300千米ドル)

シントーブラジルプロドゥトス
社 

177百万円 

（外貨建     500千米ドル
（外貨建    3,022千レアル

54百万円) 
122百万円) 

青島新東機械有限公司 502百万円 

（外貨建    3,489千米ドル
（外貨建    9,600千元   

378百万円) 
124百万円) 

計 2,847百万円 

ハインリッヒワグナーシントー
マシーネンファブリック社 

936百万円 

（外貨建 6,490千ユーロ)

シントーアメリカ社 924百万円 

（外貨建 7,800千米ドル)

シントーブラジルプロドゥトス
社 

20百万円 

（外貨建 376千レアル)

青島新東機械有限公司 266百万円 

（外貨建    2,000千米ドル
（外貨建    2,000千元   

236百万円) 
29百万円) 

韓国新東工業株式会社 220百万円 

（外貨建 1,800,000千ウォン)

計 2,367百万円 

 （注） 上記の外貨建保証債務は、決算日の為替相場

により換算している。 

 （注） 上記の外貨建保証債務は、決算日の為替相場

により換算している。 

８．配当制限 ８．配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は 

4,122百万円である。 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は 

9,521百万円である。 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  
※１．このうち関係会社への売上高 7,147百万円 ※１．このうち関係会社への売上高 10,431百万円

※２．当社は、受注生産品が大半を占めており、原価は

個別製作単位に仕掛品勘定に計上し、売上計上時に

仕掛品勘定から売上原価勘定へ振替えている。 

※２．当社は、受注生産品が大半を占めており、原価は

個別製作単位に仕掛品勘定に計上し、売上計上時に

仕掛品勘定から売上原価勘定へ振替えている。 
  

このうち関係会社からの仕入高 8,662百万円 このうち関係会社からの仕入高 8,909百万円

※３．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 ※３．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 
  

（販売費）    

運送費及び荷造費 688百万円

給料 1,429百万円

賞与引当金繰入額 145百万円

退職給付費用 105百万円

減価償却費 44百万円

旅費交通費 268百万円

賃借料 120百万円

 貸倒引当金繰入額 5百万円

（一般管理費）    

給料 870百万円

賞与引当金繰入額 102百万円

退職給付費用 53百万円

役員退職金引当金繰入額 42百万円

減価償却費 201百万円

旅費交通費 112百万円

支払手数料 146百万円

研究開発費 662百万円

賃借料 135百万円

  

（販売費）    

運送費及び荷造費 654百万円 

給料 1,471百万円 

賞与引当金繰入額 188百万円 

退職給付費用 95百万円 

減価償却費 49百万円 

旅費交通費 270百万円 

賃借料 127百万円 

（一般管理費）    

給料 971百万円 

賞与引当金繰入額 120百万円 

退職給付費用 64百万円 

減価償却費 204百万円 

旅費交通費 108百万円 

支払手数料 178百万円 

研究開発費 666百万円 

賃借料 142百万円 

※４．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりである。 

※４．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりである。 
  

一般管理費 662百万円

当期製造費用 65百万円

計 727百万円

一般管理費 666百万円

当期製造費用 75百万円

計 741百万円

※５．このうち関係会社との取引に係るもの ※５．このうち関係会社との取引に係るもの 
  

関係会社からの受取配当金 446百万円

関係会社からの受取賃貸料 132百万円

関係会社からの受取配当金 817百万円

関係会社からの受取賃貸料 120百万円

※６．固定資産売却益の内訳は次のとおりである。 ※６．固定資産売却益の内訳は次のとおりである。 
  

  
土地 286百万円 建物 0百万円

土地 0百万円

計 1百万円



  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※７．固定資産売却損の内訳は次のとおりである。 ※７．固定資産売却損の内訳は次のとおりである。 

建物 51百万円

構築物 1百万円

機械及び装置 0百万円

車両及び運搬具 1百万円

計 54百万円

機械及び装置 0百万円

車両及び運搬具 1百万円

計 1百万円

※８．固定資産廃却損の内訳は次のとおりである。 ※８．固定資産廃却損の内訳は次のとおりである。 
  

建物 0百万円

構築物 0百万円

機械及び装置 10百万円

工具・器具及び備品 3百万円

ソフトウェア 6百万円

計 21百万円

建物 2百万円

構築物 1百万円

機械及び装置 13百万円

車両及び運搬具 0百万円

工具・器具及び備品 7百万円

計 26百万円

※９．     ────────── 

  

※９．減損損失の内訳は次のとおりである。 

 当社は、減損会計の適用にあたり、基本的に事業

別に資産のグルーピングを行っているが、１つの事

業所で複数の事業を営んでいる事業所の資産のうち

特定の事業に関連付けられない資産については関連

する各事業の共用資産として、本社、販売拠点及び

社宅等については全社共用資産として、他に賃貸し

ている資産は賃貸資産として、現在未稼動で今後も

事業の用に供する予定のないものについては遊休資

産としてグルーピングしている。 

 当期末において、減損の要否を判定した結果、次

の資産について減損が生じていると判定されたた

め、減損損失を計上した。 
  

用途 場 所 種類 減損損失の額

全社共有資産 愛知県豊川市 建物、構築物 26百万円 

全社共有資産 愛知県額田郡 建物、構築

物、工具・器

具及び備品 

20百万円 

全社共有資産 神奈川県横浜市戸

塚区 

建物 9百万円 

  

  

  

資産別の減損損失の内訳は、建物55百万円、構築

物０百万円、工具・器具及び備品０百万円である。 

上記の資産は、いずれも翌期に解体することが決

定している資産であり、回収可能価額をゼロとして

評価している。 

※10．製品補償費は次のとおりである。 ※10．製品補償費は次のとおりである。 

 当社が販売した製品の補償のために対応した臨時

的に発生した費用であり、金額が増大したため、当

期は特別損失に計上した。 

当社が販売した製品の補償のために対応した臨時

的に発生した費用である。 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） （借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
工具・器具
及び備品 

      

  (百万円)    

取得価額相当額 440   

減価償却累計額
相当額 

245   

減損損失累計額
相当額 

－   

期末残高相当額 195   

車両及び運
搬具 

工具・器具
及び備品 

 合計 

(百万円) (百万円) (百万円)

取得価額相当額 97 311 409

減価償却累計額
相当額 

37 150 188

減損損失累計額
相当額 

－ － －

期末残高相当額 59 161 220

 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定している。 

同左 

② 未経過リース料期末残高相当額等 ② 未経過リース料期末残高相当額等 
  

  (百万円)

１年以内 86

１年超 108

合計 195

リース資産減損勘定の残高 －

  (百万円)

１年以内 86

１年超 134

合計 220

リース資産減損勘定の残高 －

なお、取得価額相当額及び未経過リース料期末残

高相当額は、有形固定資産の期末残高等に占めるそ

の割合が低いため、財務諸表等規則第８条の６第２

項の規定に基づき、支払利子込み法により算定して

いる。 

同左 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失 
  

  (百万円)

支払リース料 117

リース資産減損勘定の取崩額 －

減価償却費相当額 117

減損損失 －

  (百万円)

支払リース料 112

リース資産減損勘定の取崩額 －

減価償却費相当額 112

減損損失 －

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっている。 

同左 



（有価証券関係） 

 前期（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び当期（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）における子会社

株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 



（税効果会計関係） 

前事業年度（平成17年３月31日） 当事業年度（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（流動）   

  
（固定） 

繰延税金資産 百万円

たな卸資産 22   

貸倒引当金 2   

賞与引当金 244   

プラント保証引当金 77   

繰越欠損金 494   

その他 129   

繰延税金資産合計 971   

繰延税金負債     

その他有価証券評価差額金 △0   

繰延税金負債合計 △0   

繰延税金資産の純額 970   

繰延税金負債    

固定資産圧縮積立金 △194   

特別償却積立金 △23   

その他有価証券評価差額金 △2,177   

繰延税金負債合計 △2,395   

繰延税金資産    

貸倒引当金 71   

退職給付引当金 516   

役員退職金引当金 160   

投資有価証券 739   

関係会社株式 909   

その他の投資 87   

繰越欠損金 150   

その他 186   

繰延税金資産小計 2,820   

評価性引当額 △1,955   

繰延税金資産合計 865   

繰延税金負債の純額 △1,529   

  
  

 （注）繰延税金負債の純額は、貸借対照表の以下の項

目に含まれている。 

   

なお、当期から流動区分と固定区分の二区分に記載

する方法から、繰延税金資産及び繰延税金負債の勘定

残高ごとにした記載方法に変更している。 

繰延税金資産 百万円

たな卸資産 33   

貸倒引当金 43   

賞与引当金 319   

プラント保証引当金 62  

受注損失引当金 50   

建物等撤去費用引当金 26   

退職給付引当金 473    

未払役員退職金 189    

環境安全対策引当金 28    

投資有価証券 719    

関係会社株式 909    

固定資産 84   

その他の投資 81    

その他 207   

繰延税金資産小計 3,231   

評価性引当額 △1,813    

繰延税金資産の合計 1,418   

繰延税金負債    

固定資産圧縮積立金 △188    

特別償却積立金 △17    

その他有価証券評価差額金 △5,216   

繰延税金負債合計 △5,422    

繰延税金負債の純額 △4,004   

  百万円

 流動資産－繰延税金資産 680   

固定負債－繰延税金負債 △4,684   

    
  



  

（１株当たり情報） 

（注） １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

（重要な後発事象） 

前事業年度（平成17年３月31日） 当事業年度（平成18年３月31日） 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
  
法定実効税率 39.9％ 

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない
項目 

32.6   

受取配当金等永久に益金に算入され
ない項目 

△133.4   

税効果の対象としなかった一時差異
（スケジューリング不能差異） 

△332.6   

住民税均等割等 33.6   

税効果会計適用後の法人税等の負担
率 

△359.9   
  

法定実効税率 39.9％ 

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない
項目 

1.6   

受取配当金等永久に益金に算入され
ない項目 

△11.5   

評価性引当額の減少 △4.8   

住民税均等割等 1.1   

税効果会計適用後の法人税等の負担
率 

26.3   

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  

１株当たり純資産額 733円12銭

１株当たり当期純利益 11円07銭

１株当たり純資産額 858円47銭

１株当たり当期純利益 38円65銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 11円06銭 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 38円65銭

  
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり当期純利益   

当期純利益（百万円） 635 2,164 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 27 40 

（うち利益処分による役員賞与金） （ 27） （ 40） 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 608 2,124 

期中平均株式数（株） 54,939,196 54,961,677 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

当期純利益調整額（百万円） ― ― 

普通株式増加数（株） 48,697 173 

（うち自己株式譲渡方式によるストック

オプション） 

（ 48,697） （   173） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

―――――――― 

  

  

  

  

―――――――― 

  

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

―――――――― 

  

中部シントー（株）、西部新東工業（株）及びエムエ

ステック（株）との合併 

当社は、平成18年４月６日開催の当社取締役会にお

いて、経営資源を集約することによる事業効率向上を



  

  

目的に、平成18年７月１日を期して当社の連結子会

社である中部シントー（株）、西部新東工業（株）及

びエムエステック（株）を吸収合併することを決議し

ている。 

  (1) 合併期日 

      平成18年７月１日 

  (2) 合併方式 

      当社を存続会社とする吸収合併方式で、中部シ

ントー（株）、西部新東工業（株）及びエムエス

テック（株）は解散する。 

  (3) 合併比率 

      当社は被合併会社それぞれの発行済株式の全て

を保有しており、当合併による新株式の発行及び

資本金の増加は行わない。 

  (4) 財産の引継 

      合併期日において被合併会社の資産・負債及び

権利義務の一切を引継ぐ。 

  (5) 被合併会社の概要 
  

（単位：百万円）

  中部シントー

（株） 
西部新東工業

（株） 
エムエステック

（株） 

事業内容 鋳造装置、公害

防止装置、表面

処理装置、粉粒

体処理装置、

型・成形機等の

販売 

鋳造装置の製

造・販売および

表面処理装置、

環境関連装置の

販売 

鋳造プラント、

表面処理装置等

の据付工事 

売上高 

（平成18年３月期）
4,354 3,086 2,704

当期純利益 

（平成18年３月期）
137 160 31

総資産 

（平成18年３月期）
3,219 2,114 670

株主資本 

（平成18年３月期）
439 718 284

従業員数 

（平成18年３月期）
47名 57名 42名



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

トヨタ自動車㈱ 1,020,357 6,560 

㈱三菱東京ＵＦＪフィナンシャルグル

ープ 
2,500 4,500 

野村ホールディングス㈱ 431,351 1,132 

㈱りそなホールディングス 2,243.964 908 

㈱みずほフィナンシャルグループ        888 855 

大同特殊鋼㈱ 600,000 717 

ネツレン㈱ 293,320 419 

㈱クボタ 323,600 410 

富士機械製造㈱ 188,000 407 

㈱豊田自動織機 80,094 385 

㈱キッツ 302,090 340 

中央可鍛工業㈱ 455,600 323 

㈱マキタ 87,000 315 

岡谷鋼機㈱ 128,000 241 

名港海運㈱ 150,000 240 

東邦瓦斯㈱ 469,665 223 

セイノーホールディングス㈱ 138,000 169 

東海ゴム工業㈱ 84,742 160 

自動車鋳物㈱ 283,320 143 

タキヒョー㈱ 270,000 143 

知多鋼業㈱ 143,850 133 

豊田通商㈱ 40,020 127 

油研工業㈱ 350,600 126 

ＴＹＫ㈱ 315,000 110 

興和㈱ 33,000 106 

 東京鐵鋼㈱ 81,237 103 

石塚硝子㈱ 243,000 100 

㈱みずほフィナンシャルグループ優先

株 
100 100  

富士精工㈱ 86,100 95 

㈱広島銀行 135,688 94 

日本車輌製造㈱ 280,000 85 

日本トランスシティ㈱ 150,721 83 

㈱菊川鉄工所 183,000 80 

昭和電工㈱ 141,000 73 

㈱岡本工作機械製作所 106,250 71 



  

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

オー・エス・ジー㈱ 27,720 69 

ダイハツ工業㈱ 50,000 60 

㈱オリバー 42,000 60 

㈱松坂屋 58,300 58 

その他５７銘柄 1,351,787.41 771 

小計 9,130,144.374 21,112 

計 9,130,144.374 21,112 



【債券】 

銘柄 券面総額（百万円）
貸借対照表計上額 
（百万円） 

有価証券 

満期保有
目的の債
券 

 日本航空CB/JGBリパッケージ固定利付

コーラブル債 
100 100 

小計 100 100 

その他有
価証券 

第6回㈱ベスト電器債 100 100 

第8回全日本空輸㈱無担保社債 100 100 

第1回㈱ケーヨー無担保社債 100 99 

Primus Financial Services Limited  

ユーロ円固定利付債 
100 96 

小計 400 397 

投資有価証
券 

満期保有
目的の債
券 

Calyon Finance Limited ユーロ円建

CMS連動債 
300 300 

第1回G号三山コーポレーション無担保

社債 
100 102 

JP Morgan Chase Bank下限金利付 

リバース・フローター債 
100 100 

三菱セキュリティーズインターナショ

ナル期限前償還条項付リバースフロー

ター債 

100 100 

Mitsubishi UFJ Securities 

International plc ユーロ円建固定利

付債 

100 100 

ノルウェー輸出金融公社期限前償還条

項付為替リンク債 
100 100 

 トウキョウマリンフィナンシャルソリ

ューションズ ユーロ円債 
100 100 

BTM（キュラソー）ホールディングス

N.V.ユーロ円建永久劣後コーラブル債 
100 100 

トロントドミニオン銀行コーラブルリ

バースフローター債 
100 99 

SGAソシエテ・ジェネラル・アクセプ

タンス ユーロ円建リバース・フロー

ター債 

100 98 

小計 1,200 1,200 

その他有
価証券 

JPトリガー型三菱UFJ&トヨタ自動車 

株式転換可能債 
300 298 

第12回か号名古屋市公募公債 200 204 

伊藤忠商事㈱ユーロ円固定利付債 100 103 

 Mizuho International plc りそなHD 

 株転換条項付債 
100 99 

248回大阪府公募公債 100 98 

103回オリックス社債 50 48 

小計 850 853 

計 2,550 2,551 



【その他】 

  

  

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額 
（百万円） 

有価証券 
その他有
価証券 

（投資信託受益証券）   

公社債投信(SMBCフレンド) 1,250,000,000 1,250 

マネーマネージメントファンド(三菱

UFJ) 
1,109,894,413 1,109 

ホープ(三菱UFJ) 300,000,000 300 

マネーマネージメントファンド(東海

東京) 
200,780,604 200 

フリーファイナンシャルファンド(野

村) 
200,225,679 200 

三井住友CBオープン 10,000 122 

マネーマネージメントファンド(東京

海上日動) 
100,075,585 100 

マネーマネージメントファンド(新光) 69,973,876 69 

その他の投資信託受益証券1銘柄 19,433,076 19 

小計 3,250,393,233 3,373 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

（投資信託受益証券）   

ピムコグローバルLIBORプラス 300,000,000 299 

ノムラボンドインカムオープン 300,000,000 265 

マーキューリー・G・ワールド債券 193,377,452 190 

富士スリーウェイオープン  100,000,000 99 

N-Rグローバルフューチャーズファン

ド 
10,000 96 

株主還元成長株ファンド 109,704,675 80 

その他の投資信託受益証券2銘柄 13,000 84 

小計 1,003,105,127 1,116 

（投資事業有限責任組合）   

ジーブイシー3号投資事業組合 300 432 

ライフサイエンス投資事業組合 2 67 

その他の投資事業有限責任組合4銘柄 13 107 

小計 315 607 

計 4,253,498,675 5,096 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期減少額のうち（ ）内は内書きで、減損損失の計上額である。 

２．当期増加額のうち主なものは次のとおりである。 

建設仮勘定   豊川製作所技術・開発センター建屋 785百万円  

  

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(百万円) 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産   

建物 5,461 146 65
(55)

5,542 4,060 99 1,481

構築物 762 32 17
( 0)

777 647 10 130

機械及び装置 5,977 352 190 6,139 4,984 161 1,154

車両及び運搬具 135 2 19 118 107 3 10

工具・器具及び備品 1,069 28 117
( 0)

980 844 22 136

土地 2,341 － 1 2,340 － － 2,340

  建設仮勘定 － 850 54 796 － － 796

有形固定資産計 15,747 1,413 466
(56)

16,694 10,644 297 6,050

無形固定資産   

電話加入権 14 － － 14 0 0 14

営業権 70 － － 70 56 14 14

ソフトウエア 884 8 14 877 390 173 487

その他の無形固定資産 5 1 0 6 2 1 3

無形固定資産計 974 9 15 969 449 188 519

長期前払費用 10 － 10 0 0 0 －

繰延資産   

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －



【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式数は 1,806,823株である。 

２．自己株式処分差益の当期増加額は、ストックオプションの権利行使によるものである。 

３. 固定資産圧縮積立金及び特別償却積立金の当期減少額は、前期決算の利益処分によるものである。 

  

【引当金明細表】 

 （注）１．貸倒引当金の当期減少額（その他）は、一般債権の貸倒実績率による洗替額である。 

２．投資損失引当金の当期減少額（その他）は、引当対象会社の業績回復による取崩額である。 

  

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金（百万円） 5,752 － － 5,752

資本金のうち
既発行株式 

普通株式（注）１ （株） （56,554,009）（    －）（    －）（56,554,009）

普通株式 （百万円） 5,752 － － 5,752

計 （株） （56,554,009）（    －）（    －）（56,554,009）

計 （百万円） 5,752 － － 5,752

資本準備金及
びその他資本
剰余金 

（資本準備金）   － － 

株式払込剰余金 （百万円） 6,195 － － 6,195

（その他資本剰余金）       

自己株式処分差益
（注）２ 

（百万円） 2 0 － 2

計 （百万円） 6,197 0 － 6,197

利益準備金及
び任意積立金 

（利益準備金） （百万円） 1,438 － － 1,438

（任意積立金） 

（百万円） 302 － 9 292固定資産圧縮積立金
（注）３ 

特別償却積立金
（注）３ 

（百万円） 44 － 8 35

株式消却積立金 （百万円） 1,600 － － 1,600

別途積立金 （百万円） 20,507 － － 20,507

計 （百万円） 23,891 － 18 23,873

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 266 143 45 172 192

賞与引当金 612 802 612 － 802

役員退職金引当金 401 73 475 － －

プラント保証引当金 194 156 194 － 156

受注損失引当金 12 126 12 － 126

投資損失引当金 261 － － 212 48

建物等撤去費用引当金 － 65 － － 65

環境安全対策引当金 － 72 － － 72



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

② 受取手形 

相手先別内訳 

  

期日別内訳 

  

区分 金額（百万円）

現金 4 

預金 

当座預金 249 

普通預金 24 

自由金利型定期預金 244 

通知預金 1,130 

別段預金 1 

計 1,650 

合計 1,654 

相手先 金額（百万円）

新東ブレーター（株） 763 

豊田通商（株） 438 

東部シントー（株） 349 

東伸産業（株） 247 

（株）日ピス福島製造所 198 

その他 3,621 

合計 5,618 

期日 金額（百万円）

平成18年４月満期 1,181 

５月満期 1,502 

６月満期 1,257 

７月満期 1,041 

８月満期 337 

９月以降満期 297 

合計 5,618 



③ 売掛金 

相手先別内訳 

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しているが、上記金額には消費税等が含まれている。 

  

④ 製品 

  

⑤ 原材料 

  

相手先 金額（百万円）

中部シントー（株） 1,760 

豊田通商（株） 834 

トヨタ紡織（株） 647 

日産自動車（株） 470 

泉（株） 416 

その他 6,259 

合計 10,390 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C) 

───── 
(A)＋(B) 

×100 

(A)＋(D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

9,082 38,257 36,949 10,390 78.1 92.9

品名 金額（百万円）

鋳造装置 7 

表面処理装置 15 

環境関連装置 3 

メカトロ関連装置 2 

合計 29 

品名 金額（百万円）

鋼材 76 

製缶手持原材料 14 

幸田工場手持原材料 32 

その他 15 

合計 138 



⑥ 仕掛品 

  

⑦ 貯蔵品 

  

⑧ 関係会社株式 

  

品名 金額（百万円）

鋳造装置 914 

表面処理装置 708 

環境関連装置 235 

粉粒体処理装置 41 

メカトロ関連装置 140 

成形装置・型 186 

建設工事 45 

各部分品・その他 271 

合計 2,544 

品名 金額（百万円）

電子部品 16 

補助材料 40 

副資材 62 

集塵機用部品 32 

その他 63 

合計 216 

相手先 金額（百万円）

新東ブレーター（株） 9,090 

シントーアメリカ社 569 

青島新東機械有限公司 464 

シントーブラジルプロドゥトス社 286 

（株）メイキコウ 232 

その他 982 

合計 11,626 



⑨ 支払手形 

相手先別内訳 

  

期日別内訳 

  

⑩ 買掛金 

相手先別内訳 

  

⑪ 繰延税金負債 

繰延税金負債は、4,684百万円であり、その内容については「２ 財務諸表等 （１）財務諸表 注記事項（税効果会計関

係）」に記載している。 

  

(3）【その他】 

 該当事項なし 

  

相手先 金額（百万円）

（株）錢高組 236 

エムエステック（株） 203 

フジカケ鐵鋼（株） 156 

クマガイ特殊鋼（株） 120 

エレックヒシキ（株） 113 

その他 3,170 

合計 4,000 

期日 金額（百万円）

平成18年４月満期 857 

５月満期 810 

６月満期 1,206 

７月満期 857 

８月満期 268 

合計 4,000 

相手先 金額（百万円）

エムエステック（株） 246 

西部新東工業（株） 241 

新東エンジニアリング（株） 148 

（株）ツシマ 134 

新東ブレーター（株） 131 

その他 3,441 

合計 4,344 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

 （注）平成18年６月28日開催の第109期定時株主総会において定款の一部を変更し、「当会社の公告方法は、電子公告とする。但

し、電子公告によることができない事故、その他のやむを得ない事由が生じた時には、日本経済新聞に掲載して公告する」

旨を定款に定めている。 

（公告掲載ホームページアドレス http://www.sinto.co.jp/） 

なお、会社法施行後においては、会社法第440号第４項の規定により、決算公告は行わない。 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 
10,000株券、5,000株券、1,000株券、500株券、100株券、100株未満の
株数を表示した株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換  

取扱場所 
東京都江東区東砂七丁目10番11号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社全国各支店

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

株券喪失登録に伴う手数料 
  

1． 喪失登録    1件につき 10,000円
2． 喪失登録株券  1枚につき   500円 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都江東区東砂七丁目10番11号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係わる手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞（注）

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

  

１【提出会社の親会社等の情報】 

   当社は、親会社等はない。 

  

２【その他の参考情報】 

  

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第108期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出 

(2)半期報告書 

 第109期中（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月27日関東財務局長に提出 

(3)自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成18年２月１日 至 平成18年２月28日）平成18年３月10日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年３月31日）平成18年４月５日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年４月30日）平成18年５月10日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成18年５月１日 至 平成18年５月31日）平成18年６月13日関東財務局長に提出 

(4)自己株券買付状況報告書の訂正報告書 

   平成18年３月15日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成18年２月１日 至 平成18年２月28日）平成18年３月10日提出の自己株券買付状況報告書に係る訂正報告

書である。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項なし 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の監査報告書   

      平成１７年６月２８日 

新東工業株式会社        

取締役会 御中     

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 

 
 
公認会計士 加藤 正樹  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 内山 隆夫  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

新東工業株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について

監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は試査

を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含

め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のため

の合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

新東工業株式会社及び連結子会社の平成１７年３月３1日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 セグメント情報の「事業の種類別セグメント情報」の「（注）５．事業区分の変更」に記載されているとおり、会

社は事業区分を変更している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書

提出会社）が別途保管している。 

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の監査報告書   

      平成１８年６月２８日 

新東工業株式会社        

取締役会 御中     

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 

 
 
公認会計士 加藤 正樹  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 内山 隆夫  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

新東工業株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について

監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

新東工業株式会社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書

提出会社）が別途保管している。 

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の監査報告書   

      平成１７年６月２８日 

新東工業株式会社        

取締役会 御中     

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 

 
 
公認会計士 加藤 正樹  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 内山 隆夫  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

新東工業株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第１０８期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は試査を基

礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的

な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、新東

工業株式会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書

提出会社）が別途保管している。 

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の監査報告書   

      平成１８年６月２８日 

新東工業株式会社        

取締役会 御中     

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 

 
 
公認会計士 加藤 正樹  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 内山 隆夫  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

新東工業株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第１０９期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、新東

工業株式会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１８年７月１日を合併期日とする中部シントー株式会社、エ

ムエステック株式会社及び西部新東工業株式会社との合併契約を平成１８年４月６日に締結している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書

提出会社）が別途保管している。 
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